令和８年第３回　飯塚市議会会議録第２号
　令和８年６月１６日（火曜日）　午前１０時００分開議
○議事日程
日程第６日　　６月１６日（火曜日）
第１　一般質問
○会議に付した事件
　議事日程のとおり
○議長（城丸秀髙）
これより本会議を開きます。一般質問を行います。発言は、一般質問事項一覧表の番号順に行います。１７番　吉松信之議員に発言を許します。１７番　吉松信之議員。
○１７番（吉松信之）
本定例会のトップを切って、通告に従いまして、サンビレッジ茜の進捗状況について質問いたします。
私の生活圏を通っております県道６５号線を車で走っていますと、米山峠と大分の分岐点に、サンビレッジ茜の大きな看板があります。その看板に「休止中」という文字が、大きく、赤く書いてあります。その文字を見ると、サンビレッジ茜を知る者としては、えも言えぬ寂しさを感じるわけですが―――。
そのサンビレッジ茜の進捗状況についてお尋ねするわけですが、私はちょうど１年前の昨年の６月定例会で、くしくも同じトップバッターで、サンビレッジ茜について一般質問いたしました。あれから１年の歳月が流れたわけですが、その途中の、昨年の１２月定例会では「サンビレッジ茜の存続に関する請願」が提出され、飯塚市議会として全会一致で採択もいたしたところでございます。
当然、このことについては、執行部も重く受け止められていると思いますけれども、そのほかにも多くの方々がサンビレッジ茜スキー場の存続について要望をされているわけですが―――。
そのようなとき、つい先日ですね、先週なんですけど、一般質問通告した後なんですが、飯塚市出身で、関西の大学に進学している大学生から、直接、サンビレッジ茜についての熱いメッセージを頂きました。その一部を読ませていただきます。
「地域の過疎化は深刻であり、かつて地域のシンボルだったキャンプ場やスキー場が閉鎖され、放置された『負の遺産』となっていることは大きな社会問題です。施設が消えればさらに若者が流出し、過疎化が加速するという悪循環が起きています。一方で、多くの学生が『地方創生に関わりたい』、『社会課題を解決したい』という熱意を持ちながらも、都市部のキャンパスの中だけでは、主体的に地域を動かすリアルな挑戦の場が不足しています。この『過疎化で眠る地域資源』と『挑戦に飢えている学生のエネルギー』を掛け合わせ、『地域復興モデル』を確立したい。」
このような若者の純粋な「何とかしてください」ということではなく、「何とかしたい」という熱い提案とも言える声を直接聞く機会があったわけですが、このような思いがけぬところから危機感を持った貴重な意見がある中で、サンビレッジ茜の方向性が何も決まらなければ、どんどん荒廃していくばかりです。山の中の広大な施設が荒廃する姿を想像してみてください。「ゴースト」となれば、恐ろしくて近づくこともはばかられます。
過去の答弁で、早急に方向性を決定すると言われておりましたが、現在どのような状況なのか、進捗状況を説明願います。
○議長（城丸秀髙）
市民協働部長。
○市民協働部長（小川敬一）
サンビレッジ茜につきましては、これまでにも答弁させていただいておりますが、ただいま質問議員が言われましたご要望や議会におけます請願の採択も踏まえ、継続して民間投資、民間活力の可能性について協議・検討を進めているところでございます。本年度中には方向性を決定したいと考えております。
○議長（城丸秀髙）
１７番　吉松信之議員。
○１７番（吉松信之）
昨年も同じような答弁をお聞きしたような気がしますが、私が知りたいのは、実際のところはどうなっているのか、交渉の進め方はどうなっているのか、手応えはあるのか、「努力しましたが、結果できませんでした」と、そういうことでは済まされない大きな問題です。もっと具体的に説明をお願いします。
○議長（城丸秀髙）
市民協働部長。
○市民協働部長（小川敬一）
現在、サンビレッジ茜の現状といたしまして、広大な敷地に点在しております各施設の老朽化、また、ライフラインであります電気設備の故障など、この状態のままでは再開できない状況でございますが、これを市で改修し、運営を再開することにつきましては、財政的に厳しい状況でございます。
現在、検討の一つといたしまして、民間運営をしてもらう場合には、最低限の施設整備として電気設備の復旧工事を市で行うべきかどうかや、民間運営とする場合の土地や建物の譲渡や貸付条件をどうするかなど、他の自治体の先進事例等を参考に、早急に進めていける最良で最短な手法といたしまして、企画提案型のプロポーザル方式での公募はどうかなど、様々な課題をどうクリアして民間事業者を決定するのがよいか、スピード感を持って検討を重ねているところでございます。
本市としましても、よりよい手法でサンビレッジ茜を再開できればと考えており、市民の皆様や議会の皆様にも、一日も早くご説明できるよう急ピッチで進めているところでございます。
○議長（城丸秀髙）
１７番　吉松信之議員。
○１７番（吉松信之）
私が最初にサンビレッジ茜の存続について質問してからは、２年以上の時が経過しております。その間、あなた方が何もしていないと、そこまでは申しませんけれども、何度もスピード感を持って進めてくださいと質問もいたしましたし、要望もしてまいりました。しかし、施設の改修に多額の予算が必要だと、そのような理由で、ちゅうちょしてきた感は否めません。確かに、停電している電気設備やゲレンデの改修だけでも数億円はかかるかもしれない状況が、厳然として存在しています。そこに、民間で投資まで考えてくれる事業者が、本当に見つかるかどうかということは憂慮せざるを得ません。
しかし、そのような中でも光はあります。今年の初め、ミラノ・コルティナ冬季オリンピックのスノーボード競技で、日本代表選手が大いに活躍したということは記憶に新しいところです。このスノーボードブームはサンビレッジ茜の存続に、大いに追い風になるのではないかと考えています。時間ばかりかけて、結局、方向性が定まらず、アブ蜂取らずとならないように、機運を逸しないようにもっと加速して、ぜひ取り組んでいただきたいと思いますが、その辺りについてはどうお考えでしょうか。
○議長（城丸秀髙）
市民協働部長。
○市民協働部長（小川敬一）
質問議員が言われますとおり、時間ばかりかけていては、日々物価が高騰している現状や人手不足など、想定される経費が日を重ねるごとに膨らんでいく状況を踏まえまして、できる限り早く決めなければ、民間事業者にお願いするといたしましても、厳しくなっていくことも十分認識いたしております。
また、民間活力の導入に関しましても、市の財政負担の問題等も含めまして、早期再開に向けた様々な検討をしております。継続性の高いサンビレッジ茜の民間運営や地域の発展にも寄与するなど、実現性が高く、民間事業者が参入しやすい条件を定めまして、できる限り早急に進めてまいります。
○議長（城丸秀髙）
１７番　吉松信之議員。
○１７番（吉松信之）
ただいまの答弁の中で、民間事業者が参入しやすい条件を定めると言われましたけれども、これまで私が要望してきましたサンビレッジ茜の今後の活用方法についてですが、こどもたちが体験して学べるような社会教育的な要素を十分取り入れてもらいたいと、こういう提案を何度もしておりましたけれども、これを条件の中に入れるということは考えておられますか。
○議長（城丸秀髙）
市民協働部長。
○市民協働部長（小川敬一）
サンビレッジ茜の存続につきましては、これまでのサンビレッジ茜の持つ魅力を存続しつつ、地域の発展や雇用の創出などにつながるような運営を民間事業者にお願いできれば最良であると考えております。
地元であります自治会連合会筑穂支部からも要望が出されておりますが、内容につきましては、サンビレッジ茜の魅力といたしまして、これまで長年にわたってこどもたちへ行ってきた体験学習や野外活動など、社会教育的なこともぜひ継続して続けていただきたいということでございました。
一方で、新たに民間事業者に来ていただくに当たって、そのことが参入を阻害する要因となってはいけませんので、民間事業者の参入の妨げとならないよう、バランスを取りながら、調整を図ってまいりたいと考えております。
○議長（城丸秀髙）
１７番　吉松信之議員。
○１７番（吉松信之）
確かに、今答弁されたように、社会教育的要素をこれまでと同じように残そうとすれば、民間事業者にとっては参入の障壁になるという可能性があるかもしれませんが、そこでバランスを取りながらということは理解せざるを得ないところですが、一方で、現在の青少年を取り巻くＳＮＳ等の環境の中で、野外活動体験を通して感じること、学ぶことは、青少年教育にとって非常に重要なことであります。様々な野外体験ができるということは、これからの社会で逆にサンビレッジ茜の魅力の一つ、強みになるのではないかと思っております。ぜひその辺を期待とともに、今後の進捗を見守りたいと思います。
それでは次に、現在休止になっているサンビレッジ茜の現状についてですが、令和８年４月１日からは、指定管理者ではなく、直営施設として管理をしているわけですが、どのような管理をしているのでしょうか。
○議長（城丸秀髙）
市民協働部長。
○市民協働部長（小川敬一）
サンビレッジ茜につきましては、質問議員の言われますとおり、令和８年４月１日より、一時休止中でございます。現在は市の直営で管理を行っております。サンビレッジ茜の管理棟入り口付近に防護柵（立入防止柵）を設置いたしまして、施設敷地内への関係者以外の立入りを制限・抑止しております。
また、週に２回、定期的な施設敷地内の巡回を行いながら、建物等の異常、破損、不審な痕跡などを確認いたしまして、セキュリティーを維持することとしており、その業務につきましては、公益社団法人飯塚市シルバー人材センターに委託いたしております。
加えまして、登山道としての利用を継続するため、茜ドーム入り口付近に仮設トイレを設置いたしまして、環境保全と利便性を確保いたしております。
このようにサンビレッジ茜の施設運営は休止でございますが、現在、先ほど答弁しましたように、直営にて適切な施設管理に努めているところでございます。
○議長（城丸秀髙）
１７番　吉松信之議員。
○１７番（吉松信之）
私もよく山に登りますけれども、折からの登山ブームで三郡山に登る方も多いわけですが、昨年の一般質問で私が要望しておりました登山者用のトイレについては、仮設トイレを設置しているということで、こういう配慮が次につながりますので、小さなことですけれども、グッドジョブだと思います。何もせずに放置すればするほど、荒廃が進んでいきますので、しっかり管理をして、再開に向けて取り組んでいただきたいと思います。
最後に要望ですけれども、時代が変わり、こどもたちを取り巻く環境も大きく変化しております。地球温暖化による猛暑で、夏休みは外で活動しない。夏でなくても、タブレットやスマートフォン、携帯ゲーム、外で遊ぶよりも家の中で遊んで過ごす時間が増えたことによって、近年では、こどもたちの視力低下、睡眠の質の低下、姿勢の悪化、依存症やメンタル不調のリスクや、運動不足により肥満となるケースなどが社会問題となっています。
このような環境の変化の中でも、令和４年度は飯塚市内にある小学校１９校のうち、１９校がサンビレッジ茜で野外体験をしておりました。設備に不備がある昨年度、令和７年度でも、１４校の小学校が利用しております。これは飯塚市のこどもたちだけではなく、利用した他の自治体のこどもたちにとっても、心身の健全な育成に計り知れない貢献をしていたと、私は確信しています。
世はまさにＡＩの登場で、産業革命以来の大変革の時代に突入したとも言われています。これから１０年後の社会がどうなっているのかは想像もすることができませんけれども、野外体験・自然体験・生活体験という体験の必要性が見直される社会になっていることは、人間の本質に回帰する当然の流れではないでしょうか。
折からのスノーボードのブーム、そして、これからの時代の先駆けとなる唯一無二の体験型の施設として、サンビレッジ茜の魅力を売り込む要素は十分にあります。市での再開が難しい状況であるならば、何としても民間の英知を活用していただいて、サンビレッジ茜の再開、できれば、冒頭に読みました若者のメッセージなども踏まえて、新しい地域創生となる魅力を加えた再開を強く希望いたしまして、私の質問を終わります。よろしくお願いします。
○議長（城丸秀髙）
　４番　奥山亮一議員に発言を許します。４番　奥山亮一議員。
○４番（奥山亮一）
　通告に従いまして、２つ質問させていただきますので、よろしくお願いします。
まず初めに、「街路樹、都市公園等及び市営住宅内の樹木の点検について」お伺いいたします。
冒頭に、皆さんも御存じのように、街路樹等が倒木であったり、枝が落ちてきて大きな事故、人身事故が近年も発生しております。近年では、２０２２年８月に鹿児島県で、これは学校の校舎内だと思いますけれども、校長先生が木の枝の下敷きになってお亡くなりになっております。それから、２０２４年、東京都日野市で、３６歳の男性がやはり落下してきた枝の下敷きになり亡くなっております。飯塚市においても、大きな事故ではありませんけれども、街路樹の枝がベビーカーに当たり、危うく赤ちゃんに当たりそうなというふうな事故も発生して、早速、９月中に伐採されるんだろうというふうに思います。それから、市ではありませんけれども、県の所管の土地に生えております樹木が倒れて、車が全損というのも飯塚市内で起きておりますので、飯塚市内、いろいろなところに木が植わっておりますけれども、大変長い期間たっておりますので、十分管理されていると思いますけれども、細かくお尋ねしたいと思いますので、よろしくお願いいたします。
まず最初に、国土交通省が令和３年４月から令和６年１１月に全国調査をしております。その内容は、この約３年半の中で発生した樹木の倒木で、事故が発生した状況を調査しております。これは全国の県道、国道だけではなくて、市町村が管理する道路についてもやっております。都市公園では９３１件の事故が発生し、人身事故が７７件、それから、道路においては８０１件の事故があり、人身事故は３３件というふうに、全国的に見ても多くなっております。
そこでお尋ねいたします。本市がこの期間に点検をされた樹木の本数について、お尋ねいたします。
○議長（城丸秀髙）
　都市建設部長。
○都市建設部長（大井慎二）
　都市建設部が管理する樹木といたしましては、土木管理課の街路樹、都市計画課の公園、住宅課の市営住宅の３つの所管課がございますので、所管ごとに回答させていただきます。令和３年４月１日から令和６年１１月７日までの点検を実施した樹木の本数についてでございますが、具体的な本数の把握はできておりませんので、樹木の管理を行っている所管課ごとの点検内容について答弁させていただきます。
まず、土木管理課が管理しております街路樹につきましては、市内全体で４３路線の歩道上に植樹帯が設置されており、４３路線のうち、主要な幹線道路２８路線について、おおむね年２回程度、管理委託業務の中で樹木の状態確認を行っており、そのほかの幹線道路につきましては、市民から苦情や要望を受けた際に、市職員で状態の確認を実施しております。
次に、都市計画課が管理しております都市公園等の樹木につきましては、公園利用者の安全確保を最優先に考え、毎年、公園全般にわたり点検を行っております。
最後に、住宅課が管理しております市営住宅敷の樹木につきましては、毎年度、市内６４か所の市営住宅敷の樹木等に係る点検を行っております。
○議長（城丸秀髙）
　４番　奥山亮一議員。
○４番（奥山亮一）
　冒頭に、何本点検しましたかというふうにお尋ねしておりましたけども、市民の安全を守る上で、管理する樹木の点検本数を把握されていないことは課題ではないのかなというふうに思いますが、いかがでしょうか。
○議長（城丸秀髙）
　都市建設部長。
○都市建設部長（大井慎二）
　樹木管理につきましては、路線ごと、あるいはエリアごとの管理委託業務と併せて、樹木の状態確認を行っており、点検本数を把握することよりも、巡回や目視による状態確認により危険性のある樹木を把握することを重視しております。確認された危険木につきましては、状態や危険度に応じて、適切に剪定、伐採を行っておりますので、課題とは捉えておりません。
○議長（城丸秀髙）
　４番　奥山亮一議員。
○４番（奥山亮一）
　課題と捉えていないということでしたが、私の質問も、課題ではないですかというふうな問いがうまくいっていなかったかもしれません。課題ではないにしても、本数を捉えておく、管理しておくということは、必要じゃないかなと。将来、この路線で何本植わっていて、何本が危険木であったり、そうでなかったりということで、パーセントも何も出ずに、ただ、みんな見ています、危険木はありませんというふうではなくて、機会を捉えていただいて、路線ごとに本数を把握していただくようにお願いしたいと思いますので、よろしくお願いします。
次に、点検方法や判断基準、これは即行動を起こさなくてはいけないなという部分は、どういうふうに判断基準を捉えてあるのか、お願いいたします。
○議長（城丸秀髙）
　都市建設部長。
○都市建設部長（大井慎二）
　樹木の点検及び判断基準につきましては、土木管理課の街路樹については、街路樹管理委託業者が剪定時に、目視により状態の確認をしております。
都市計画課の都市公園等における樹木の点検は、職員による日常的な巡視や年に１回の目視による点検のほか、委託業者による巡回点検を行っております。点検におきましては、樹木が枯れていないか、枝が折れるおそれがないか、木が傾いていないかなどを確認し、危険樹木の早期発見に努めております。また、台風や大雨等の気象状況に応じて必要な現地確認を行い、公園利用者の安全管理に努めております。
住宅課の市営住宅敷の樹木の点検は、団地ごとに実施している入居者による草刈り等の清掃活動実施時に、樹木の点検等についてもお願いしておりますが、管理人や自治会などからの情報提供として、住宅敷地内の樹木等を含め、団地内の不具合や不良箇所等に関する報告を受けて、職員が現地を確認し、再度点検を行っております。また、職員が日常業務により住宅を訪問する際には、併せて住宅敷内の樹木を近接目視などにより確認しており、その都度必要な点検を実施しているところでございます。
○議長（城丸秀髙）
　４番　奥山亮一議員。
○４番（奥山亮一）
　業者の方と職員の方で見られているということですけれども、次は、職員の実施されている分と委託で実施されている分の内訳について、お答えください。
○議長（城丸秀髙）
　都市建設部長。
○都市建設部長（大井慎二）
　土木管理課の街路樹につきましては、点検という形式では実施しておらず、管理業務委託における剪定作業に併せて樹木の状態確認を行っておりますので、職員実施分と委託実施分などの内訳はございません。
都市計画課の都市公園等の樹木につきましては、職員による日常的な巡視や、年に１回、目視の点検のほか、委託業者による巡回点検を行っております。
住宅課の市営住宅敷の樹木につきましては、市内６４団地の樹木点検を適宜、職員にて行っております。
○議長（城丸秀髙）
　４番　奥山亮一議員。
○４番（奥山亮一）
　職員の方、また、業者が年１回の巡視、巡回をされているというところで、もう少し、事細かく整理されたほうがよろしいかもしれません。
次に、点検により危険木、それから剪定が必要な木、伐採が必要と判断した木、それぞれの区分ごとの本数について、お尋ねいたします。
○議長（城丸秀髙）
　都市建設部長。
○都市建設部長（大井慎二）
　土木管理課の街路樹の点検により危険木として判定された本数としましては、年度ごとで説明いたしますと、令和３年度は１４本、令和４年度は１９本、令和５年度は１２本、令和６年度は４本となっております。なお、伐採が必要と判定とした本数も同様となります。また、剪定が必要と判定した本数は数の把握はしておりませんが、街路樹管理委託を行っている箇所の剪定は毎年１回実施しており、そのほかの幹線道路につきましては市民からの情報提供等で、その都度対応しております。
次に、都市計画課の都市公園等の樹木につきましては、危険木、剪定が必要、伐採が必要と判定した本数の詳細は把握しておりませんが、毎年度、樹木管理業務を委託しており、その中で約１２００本の樹木について剪定や伐採を実施しております。
最後に、住宅課の市営住宅敷の樹木につきましては、危険木、剪定が必要、伐採が必要と判定した本数の詳細は把握しておりませんが、点検等により、昨年度、市営住宅敷の予防保全及び生活環境の整備の観点から、伐採や剪定作業を行っており、実績といたしましては、伐採作業を２５団地で５０か所、剪定作業を１５団地で２９か所実施しております。
○議長（城丸秀髙）
　４番　奥山亮一議員。
○４番（奥山亮一）
　土木管理課の、令和３年１４本、令和４年１９本、令和６年４本と少なくなっておりますけれども、令和７年は聞いたところによりますと２０本ということで、危険木が大変多いのではないかなということで、やはりしっかり、安全の意味でも点検をどうぞよろしくお願いします。
また、市民からの情報でその都度対応されているというお話でしたけれども、私も、地域を回る中で、歩道上の樹木の枝ですとか葉っぱが２．５メートル、それから道路上が４．５メートルというふうになっているんじゃないかなというふうに思います。私が見る中で、トラックの背が高いものですから、樹木に当たらないようにセンターラインを超えて、ぐっと回る地域があったり、そういう場所があったりするんです。それによって、対向車線とぶつかりそうなぐらいの状況の所もありますので、市民の方から、また、私たちが見た中で情報提供をやりますので、その際はどうぞよろしくお願いします。
それから、都市計画課は１２００本の剪定、伐採ということで、数値的に把握しております。土木管理課のほうもどうぞよろしくお願いします。
住宅課についても、かなり多くの剪定、伐採、老木が大変多くなっているんだなというふうに思いますので、気をつけていただければと思います。
２つぐらい同じような質問できておりますけれども、現在までのそれらの対応状況についてはどのようになっているのか、お伺いします。
○議長（城丸秀髙）
　都市建設部長。
○都市建設部長（大井慎二）
　街路樹、公園や市営住宅敷において倒木等の危険性がある樹木につきましては、これまでに答弁しましたように、所管課による管理業務委託により事前に把握しており、その都度、伐採等の対応が行われております。
○議長（城丸秀髙）
　４番　奥山亮一議員。
○４番（奥山亮一）
　次に、本年度の取組として、点検計画についてお示しください。
○議長（城丸秀髙）
　都市建設部長。
○都市建設部長（大井慎二）
　本年度の点検計画につきましては、土木管理課の街路樹では点検に特化した計画はございませんが、これまでと同様に、主要な幹線道路２８路線については、維持管理の年間委託により目視による状態での確認を実施しております。そのほかの幹線道路につきましては、市職員で状態の確認を実施していく予定としております。
都市計画課では、都市公園の樹木による事故を未然に防ぐため、昨年度から専門業者による樹木診断を実施しております。樹木診断では、樹木の枯れ具合や木が傾いていないか、病害虫の発生状況などを確認し、倒木のおそれがないかを専門的に調査しております。なお、市内の全ての公園を一度に診断することは費用的にも困難でございますので、利用者が多い公園や比較的規模の大きな公園を優先して実施しております。
住宅課では、市営住宅敷の樹木等に関する管理につきましては、通常実施している管理業務において、草刈りなどの維持管理業務を受注した事業者に対して不良樹木等などに関する情報提供を促すとともに、職員が日常の管理業務で市営住宅を訪問する際に、樹木の状況を近接目視などにより確認し、適切な維持管理に努めているところでございます。
○議長（城丸秀髙）
　４番　奥山亮一議員。
○４番（奥山亮一）
　引き続きよろしくお願いします。先ほど、都市計画課では専門業者の方が調査されているということで、土木管理課、住宅課については、専門職の方ではない方だろうというふうに思いますけれども、近年全国ではいろいろな倒木事故が、冒頭にも話しましたように発生しております。外見では分からない内部腐朽もありますから、本市として専門業者による樹木診断を街路樹にも導入するような考えはありませんか。お尋ねいたします。
○議長（城丸秀髙）
　都市建設部長。
○都市建設部長（大井慎二）
　都市公園内の桜などの老木化の進行が著しい樹木が見受けられる都市公園では、木々の観賞を楽しむ場であり、樹木の延命化も必要なことから、専門業者による樹木診断を行っております。
一方で、街路樹は安全上の観点から危険性の確認に重点を置いており、管理委託業務の受注者には専門的な知識を有する造園業者を指名し、剪定等の作業と併せて樹木の状態確認をしていただいているところでございます。
○議長（城丸秀髙）
　４番　奥山亮一議員。
○４番（奥山亮一）
　街路樹は専門的知識を有する造園業の方が見られているということで、職員であったり、私たちが確認するよりは深く見られるのかなというふうに思いますので、分かりました。
次に、剪定及び伐採の計画について、伺います。
○議長（城丸秀髙）
　都市建設部長。
○都市建設部長（大井慎二）
　剪定及び伐採計画につきましては、土木管理課では、剪定につきましては主要な幹線道路２８路線については年間委託を発注しており、そのほかの幹線道路につきましては市職員で状態の確認を実施していく予定としております。伐採計画につきましては、街路樹の倒木危険性、根上がりの状況、市民からの要望を取りまとめている状況で、取りまとめが完了次第、計画を策定することとしております。
都市計画課では、本年度につきましては引き続き樹木診断を実施し、その結果を踏まえながら、危険性の高い樹木から優先的に剪定及び伐採を行う予定としております。また、職員による巡視・点検と専門業者による樹木診断を組み合わせることで、公園利用者の安全確保と適切な樹木管理に努めてまいります。
住宅課では、通常の市営住宅敷の維持管理業務により草刈りや剪定を実施してまいります。また、受注した事業者により不良樹木などに関する情報提供を受け、伐採等が必要となった場合には適切に処置し対応してまいります。
○議長（城丸秀髙）
　４番　奥山亮一議員。
○４番（奥山亮一）
　よろしくお願いします。先ほど、街路樹の根上がり等というのがありましたけれども、私も過去に質問させていただきましたが、根上がりを解消するのはなかなか難しくて、一本だけではなくて、路線がほぼとは言いませんが、私も歩きながら、本数を数えながら見て回ったことがありますけれども、根上がりがあると歩道を歩けずに、車道を歩いて散歩されるというような危ない状態もありますので、しっかりこの根上がり等々含めて管理をよろしくお願いいたします。
先ほどから担当部長に答弁いただきましたように、かなりの地域で、かなりの回数をやるわけですけども、予算について十分あるのかどうか、予算額について各課で分かれば、よろしくお願いいたします。
○議長（城丸秀髙）
　都市建設部長。
○都市建設部長（大井慎二）
　樹木管理に関する令和８年度予算額につきましては、土木管理課では、樹木管理委託料等として３４５８万８千円、都市計画課では、樹木等管理委託料として４０８９万７千円を計上いたしております。なお、住宅課におきましては、樹木管理に関する予算はなく、伐採など緊急的な対応が発生した場合には維持補修費予算で対応しております。
○議長（城丸秀髙）
　４番　奥山亮一議員。
○４番（奥山亮一）
　３４５０万円から４０８９万円ということで、多い、少ないというのは分かりませんが、これからますます木が老木になってこようかというふうに思いますので、伐採するところを伐採して、景観上もありますが、しっかりよろしくお願いしたいと思います。
次に、委託をずっとされておりますけれども、委託の内容について、どういう業務をされておられるのか、お伺いします。
○議長（城丸秀髙）
　都市建設部長。
○都市建設部長（大井慎二）
　土木管理課の街路樹の維持管理委託の具体的な内容といたしましては、街路樹の剪定、防除、除草剤の散布、幹ぶきの撤去、そのほか必要に応じて伐木などの処置を行っているところでございます。
都市計画課の樹木と管理委託の内容につきましては、都市公園等における樹木の剪定、伐採でございます。なお、別途委託となる樹木診断につきましては、専門業者により樹木の枯れ具合や木が傾いていないか、病害虫の発生状況などを確認し、倒木のおそれがないかを専門的に調査するものでございます。
○議長（城丸秀髙）
　４番　奥山亮一議員。
○４番（奥山亮一）
　街路樹と都市公園の委託をされておりますけれども、街路樹がない地域も樹木があります。特に、こどもさんが学校に通う通学路等においても、けががないように注意していただきたいというふうに思いますので、少し枠が広がってしまいますけれども、よろしくお願いいたします。
次に、公道上に張り出した樹木への対応ということで、市の管理樹木に関する苦情といいますか、要望の件数について、お願いいたします。
○議長（城丸秀髙）
　都市建設部長。
○都市建設部長（大井慎二）
　道路のり面などの管理地から公道上に張り出した、市が管理する樹木に関する相談件数は、直近の３か年で申しますと、令和５年度が１５件、令和６年度が２２件、令和７年度が１６件となっております。
○議長（城丸秀髙）
　４番　奥山亮一議員。
○４番（奥山亮一）
　何か少ないような気がしますけど、もっとあるのかなというふうに思いますが、のり面等から張り出した木ということですので、樹木と、また、街路樹等々とは違っておりますけども、それでもそこそこの件数があるのかなというふうに思いますので、引き続きよろしくお願いします。
あと、今のは市の管理でしたけれども、民有地の樹木に対する相談件数について把握されておられれば、お願いいたします。
○議長（城丸秀髙）
　都市建設部長。
○都市建設部長（大井慎二）
　民有地から公道上に張り出した樹木に関する相談件数は、直近の３か年で申しますと、令和５年度が３５件、令和６年度が４６件、令和７年度が５５件となっております。
○議長（城丸秀髙）
　４番　奥山亮一議員。
○４番（奥山亮一）
　こちらのほうが件数が大分多いですけど、その後どうなったのかというのも質問しておりませんでしたから、また改めてお伺いしたいと思います。
増加傾向にありますけれども、所有者への通知だけでなく、市民への周知啓発や自主的な管理を促す取組を強化する考えはありますか、お伺いします。
○議長（城丸秀髙）
　都市建設部長。
○都市建設部長（大井慎二）
　自主的な管理を促す取組としましては、「道路上に張り出た樹木について」のタイトルで、注意点や剪定などの協力の呼びかけをホームページで行っておりますが、質問議員が言われますように、さらに、市が発信できる広報いいづかやＳＮＳを活用し、周知を強化していきたいと考えております。
○議長（城丸秀髙）
　４番　奥山亮一議員。
○４番（奥山亮一）
　写真等を載せながら、どうぞ周知をお願いしたいと思います。
次に、過去３年間の対応状況についてどのようになったのか、お伺いします。
○議長（城丸秀髙）
　都市建設部長。
○都市建設部長（大井慎二）
　市が管理する樹木に関しましては、市職員、あるいは事業者委託により全て対応済みでございます。また、民有地樹木に関する対応としましては、土地所有者へ通知の上、伐採等の措置についての協議を行い、個人による対応をお願いしております。
直近の３か年における対応状況につきましては、令和５年度が３５件中２１件が対応済み、令和６年度が３９件中３１件が対応済み、令和７年度が５４件中５１件が対応済みで、完了していない案件も残っておりますので、今後も土地所有者により対応していただけるよう、協議を継続してまいります。
○議長（城丸秀髙）
　４番　奥山亮一議員。
○４番（奥山亮一）
　年々件数が増えておりますけれども、そこに、当初よかれと植えられた木が、やはりだんだんだんだん大きくなって、こういうふうな形になっておりますので、市民の皆様に道路上にはみ出さないような措置をしていただくよう、よろしくお願いいたします。
次に、危険箇所の把握状況についてどのようにされておられるのか、お尋ねします。
○議長（城丸秀髙）
　都市建設部長。
○都市建設部長（大井慎二）
　公道上に張り出した樹木による危険箇所につきましては、剪定に係る街路樹管理事業者からの目視による状態確認のほか、市民からの情報提供等により把握することで対応しております。
○議長（城丸秀髙）
　４番　奥山亮一議員。
○４番（奥山亮一）
　しっかりよろしくお願いします。
次に、今回、令和８年３月３０日に国のガイドラインが出されました。前回、冒頭にも申し上げましたように、これは国土交通省が事故等が増えているということで、新たなガイドラインというのを策定しております。この中では、Ａ、Ｂ、Ｃという危険度の中身であったり、先ほど申し上げましたように、通学路であったりというところで、点検をしなさいというふうになっておりますけれども、このガイドラインの活用についてどのようになっているのか、伺います。
○議長（城丸秀髙）
　都市建設部長。
○都市建設部長（大井慎二）
　昨年度末に国土交通省が策定した街路樹点検の実施促進に向けた新たなガイドラインでは、特に、限られた体制でも実効性がある点検が実施できるよう、定期巡回の優先順位等が明確化されているとともに、新技術の活用の方向性が示されております。本指針は策定されたばかりであり、具体的な対応には至っておりませんが、倒木・落枝等による交通障害や事故をできる限り未然に防止できるよう、本市としましても本指針を参考に、取組を進めてまいりたいと考えております。
○議長（城丸秀髙）
　４番　奥山亮一議員。
○４番（奥山亮一）
　ぜひ、よろしくお願いします。
次に、点検項目との整合性といいますか、どのようになっているのか、伺います。
○議長（城丸秀髙）
　都市建設部長。
○都市建設部長（大井慎二）
　現状の街路樹の点検につきましては、街路樹管理委託業者が、剪定時に目視による状態確認を実施しておりますが、今後は国からの指針を参考にしながら、より効果的・効率的な対応ができるよう、検討してまいりたいと考えております。
○議長（城丸秀髙）
　４番　奥山亮一議員。
○４番（奥山亮一）
　次に、本市独自の基準があれば、それもお伺いします。
○議長（城丸秀髙）
　都市建設部長。
○都市建設部長（大井慎二）
　樹木の点検につきましては、本市の独自基準はございませんが、専門家である街路樹管理委託業者が、剪定時において目視による状態の確認を行っております。
○議長（城丸秀髙）
　４番　奥山亮一議員。
○４番（奥山亮一）
　本市の独自基準がなければ、先ほどのガイドラインというのも出ておりますので、参考にしていただければというふうに思います。
今後の安全対策について伺います。樹木台帳の整備状況についてどのようになっているのか、伺います。
○議長（城丸秀髙）
　都市建設部長。
○都市建設部長（大井慎二）
　現時点では、樹木台帳は整備しておりませんが、伐採計画策定に向けて現状調査を行っておりますので、調査が完了次第、路線ごとに緊急性の観点から優先順位をつけて、成果としてまとめていく予定としております。
○議長（城丸秀髙）
　４番　奥山亮一議員。
○４番（奥山亮一）
　樹木台帳を整備されていないということでしたけども、本数を書けるところがあれば本数等も書きながら、危険木とそうでない木の本数等を書いていただければというふうに思いますので、よろしくお願いします。
あとは、樹木台帳の中で、点検履歴や危険度評価、剪定・伐採履歴などを記録することが重要と考えますが、その内容も含めて整備するお考えはあるのかどうか、伺います。
○議長（城丸秀髙）
　都市建設部長。
○都市建設部長（大井慎二）
　質問議員が言われます樹木台帳につきましては、整理すべき多岐にわたる調査項目があり、また、街路樹も多数管理しているため、実施するには大変な時間と費用が必要となります。本市としましては、現在進めております街路樹の現状調査を基に伐採計画の策定を進めております。本計画は樹木台帳に直接代わるものではございませんが、危険性のある樹木に関して必要な情報を整理したものとなりますので、十分に活用できるものと考えております。
○議長（城丸秀髙）
　４番　奥山亮一議員。
○４番（奥山亮一）
　今、危険樹木というふうにありましたけども、危険樹木、危険木の管理についてはどのようになっているのか、伺います。
○議長（城丸秀髙）
　都市建設部長。
○都市建設部長（大井慎二）
　危険木の管理体制につきましては、現状は、剪定に係る街路樹管理事業者からの目視による状態確認のほか、市民からの情報提供等により把握し、その都度、伐採等の対応をしております。
○議長（城丸秀髙）
　４番　奥山亮一議員。
○４番（奥山亮一）
　ずっと答弁していただきましたけれども、樹木管理事業者の方がやはりキーとなっておりますけれども、倒木事故の防止に向けた今後の取組としてはどのようにお考えなのか、伺います。
○議長（城丸秀髙）
　都市建設部長。
○都市建設部長（大井慎二）
　今後の対応といたしましては、現在進めている伐採計画策定のための現状調査を進め、特に交通量の多い路線を重要路線と位置づけて路線ごとの伐採計画を策定し、老木化や傷みが進んでいる街路樹を対象に、年次計画により伐採していくことで、街路樹の適切な維持管理に努めてまいります。
また、国から街路樹点検の実施促進に向けた新たなガイドラインが策定されておりますので、本指針を参考にしつつ、他市の動向を注視しながら、効果的な対応に関する調査研究をしてまいりたいと考えております。
○議長（城丸秀髙）
　４番　奥山亮一議員。
○４番（奥山亮一）
　どうぞよろしくお願いします。
最後になりますけれども、市長にお願いですが、近年、全国各地で倒木事故が発生し、市民生活に大きな影響を及ぼしております。本市においても、事故が起きてから対応するのではなく、予防保全の考え方に立ち、樹木台帳の整備や計画的な点検、伐採を進める必要があると考えますが、市長の見解をお尋ねいたします。
○議長（城丸秀髙）
　都市建設部長。
○都市建設部長（大井慎二）
　今、質問議員がおっしゃられますように、近年の樹木の倒木等を考え、国のほうからの街路樹点検の実施促進のためのガイドラインにつきましては、通行者の安全確保や災害時の道路網維持の観点から、非常に重要な指針であると認識しております。本市におきましても、これまで実施してきた通常巡回に加え、通学路や優先度の高い路線における効果的な点検体制の構築が必要であると考えております。
一方で、今の人員の中で持続可能な管理を行うには、実施路線の段階的な重点化や業務の効率化が不可欠であると思います。先行自治体の取組の事例や目視を補完する新技術の活用可能性などを含め、本市に最適な点検手法や実施体制について、今後しっかりと調査研究をしていきたいと考えております。
○議長（城丸秀髙）
暫時休憩いたします。
午前１０時５３分　休憩
午前１１時０４分　再開
○議長（城丸秀髙）
本会議を再開いたします。４番　奥山亮一議員。
○４番（奥山亮一）
　２つ目です。どうぞよろしくお願いいたします。２つ目、「飯塚市生活応援クーポン券の発行及び郵送について」伺います。
冒頭に少しお話ししますけれども、令和８年１月７日に、公明党から市長にいろいろな要望を出させていただき、このクーポンについてもお話をさせていただきました。翌日の１月８日の西日本新聞に、６日の記者発表ということで、私たちの前の日に記者発表も終わっておりましたので、このクーポンは、実現を早めに市長が判断されたというふうなものだろうと思います。
今回のクーポン券の事業の概要について、まず説明をお願いいたします。
○議長（城丸秀髙）
　経済部長。
○経済部長（林　利恵）
　国の物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、エネルギー・食料品価格等の物価高騰による市民負担の軽減並びに消費喚起による市内経済の活性化を目的として、飯塚市生活応援クーポン券を全世帯に世帯単位で配付しております。
対象者は、基準日である令和８年２月１日時点で本市に住民登録がある市民とし、金額は１世帯当たり１万円、さらに、世帯員１人当たり６千円を加算した金額となっております。
○議長（城丸秀髙）
　４番　奥山亮一議員。
○４番（奥山亮一）
　次に、クーポン券の対象者数と発行総額について、お尋ねいたします。
○議長（城丸秀髙）
　経済部長。
○経済部長（林　利恵）
　基準日時点の対象世帯は６万４４５９世帯、対象者人数は１２万３３０７人となっており、クーポン券の発行総額は、１３億８４４３万２千円となっております。
○議長（城丸秀髙）
　４番　奥山亮一議員。
○４番（奥山亮一）
　約６万４５００世帯、それから１３億８千万円ということで、大きな額を市民の皆様の生活応援ということで配っていただくということで、大変ありがたいというふうに思います。
その対象者数約６万４５００世帯で、電子クーポン券と紙クーポン券がありますが、それぞれの割合はどのようになったのか、伺います。
○議長（城丸秀髙）
　経済部長。
○経済部長（林　利恵）
　電子クーポン券の申込件数は約１万世帯、残り約５万４５００世帯が紙クーポン券となっております。
○議長（城丸秀髙）
　４番　奥山亮一議員。
○４番（奥山亮一）
　そこで、新聞等におわび等々が出てくるんですけれども、この電子クーポン券約１万世帯、それから、紙クーポン券の５万４５００世帯ということですが、電子クーポン券の当初の見込みと比較してどうだったのか、伺います。
○議長（城丸秀髙）
　経済部長。
○経済部長（林　利恵）
　電子クーポン券につきましては、１円単位で利用可能であるといった市民側の利便性や換金事務を不要とする事業者側のメリット、さらには昨今の人手不足を背景とした業務デジタル化の観点から、当初は市内全世帯の約４割となる約３万世帯の申込みを見込んでおりましたが、実際には約１万世帯というふうになっております。
○議長（城丸秀髙）
　４番　奥山亮一議員。
○４番（奥山亮一）
　今ありましたけれども、紙が約８０％という、大きく乖離があります。この電子クーポン券を３万世帯と見込んだ根拠は何なのか、また、大きく乖離したことについてはどういうふうに分析をされておられるのか、伺います。
○議長（城丸秀髙）
　経済部長。
○経済部長（林　利恵）
　近年のキャッシュレス決済比率の高まりと政府目標の４割程度という点から、約３万世帯を見込んだところでございます。大きく乖離した要因といたしましては、２月下旬から案内文書を送付しておりましたが、電子券の申込期限を３月１１日までとしておりましたところ、３月に案内文書が届く世帯もあったことから、周知に十分な期間が取れなかったこと、また、事前の申込みが必要であったことなどが考えられます。
○議長（城丸秀髙）
　４番　奥山亮一議員。
○４番（奥山亮一）
　案内文書等々、いろいろ要因があったと思いますけれども、ほかの理由として、通常、何もしなければ、紙のクーポン券が来るんですというのが書いてあるので、年配の方々は何もしなくていいのかと。若い方もそういうふうに判断された方が多いのではないかなというふうに思います。計算すると、３０人中３人が電子で、あと残り２７人は紙だというふうなことだろうというふうに思います。
次に、クーポン券発行、郵送状況についてございますが、紙クーポン券は約５万４５００世帯ということでしたが、紙クーポン券の発行枚数、発行金額はどのようになっていたのか、お伺いします。
○議長（城丸秀髙）
　経済部長。
○経済部長（林　利恵）
　紙クーポン券の対象数は５万４２５０世帯、１０万１２６７人となりますので、発行金額は１１億５０１０万２千円となっております。
○議長（城丸秀髙）
　４番　奥山亮一議員。
○４番（奥山亮一）
冒頭に、１３億８千万円ということで、紙が１１億５千万円ということで、金額では８３％が紙だということになります。遅くなったということで、追加印刷の有無とその理由について、お尋ねいたします。
○議長（城丸秀髙）
　経済部長。
○経済部長（林　利恵）
　当初電子券は約３万世帯を見込んでおりましたが、実際には約１万世帯となりましたので、不足する紙クーポン券、約２万世帯分の追加印刷を行ったところでございます。
○議長（城丸秀髙）
　４番　奥山亮一議員。
○４番（奥山亮一）
　これは大変な数を追加して、ばたばた印刷会社等もされたんだろうというふうに思います。紙クーポン券が不足し、追加印刷の対応を行い、発送が開始されたわけですけれども、市から郵便局への持込みの日と配達開始日が分かれば、お伺いいたします。
○議長（城丸秀髙）
　経済部長。
○経済部長（林　利恵）
　市民の皆様へ一日も早くお届けするために、郵便局との連携の下、令和８年４月１０日に初回の持込みを行い、同日より順次発送を開始いたしました。その後、全世帯へ確実かつ円滑な発送を目指し、郵便局へ段階的にクーポン券を持ち込む体制を取り、５月１３日に最終の持込みを行っております。現時点におきましては、予定しておりました全世帯への初回発送は全て完了しております。
○議長（城丸秀髙）
　４番　奥山亮一議員。
○４番（奥山亮一）
　最終が５月１３日ということで、最初に持って行った分は、もう全て配達が完了しているというようなお話でしたけども、私のところは結構遅かったという印象があります。
次に、全世帯への初回発送、市から持ち出して全て完了しているとの答弁でしたけども、ご不在などの理由で受け取れない世帯も結構多いのではないかと思いますが、受け取りできなかった場合はどのようになるのか、お尋ねします。
○議長（城丸秀髙）
　経済部長。
○経済部長（林　利恵）
　ご不在などの理由でお受け取りされていないクーポン券は、飯塚郵便局にて保管されており、令和８年６月７日時点で約１１００件が保管されております。ご不在票や身分確認書類等をご持参いただくことで、飯塚郵便局の営業時間内にお受け取りができるようになっております。
○議長（城丸秀髙）
　４番　奥山亮一議員。
○４番（奥山亮一）
　７日時点ということで、１０日ぐらい前になりますけれども、１１００件ということで、単身の方はなかなか受け取りがしづらいというような状況があるのかなというふうに思います。受け取りをされていないクーポン券は全て郵便局に保管されているのかどうか、お伺いします。
○議長（城丸秀髙）
　経済部長。
○経済部長（林　利恵）
　全てが飯塚郵便局で保管されているわけではなく、宛所不明などの理由で本市に返戻されているものが、６月７日時点で５８６件あり、そのうち８４件を本庁に来庁していただき、ご本人様確認などを行った上で受渡しをしております。
○議長（城丸秀髙）
　４番　奥山亮一議員。
○４番（奥山亮一）
　６月７日で５８６件、うち８４件はもうお渡しできたということで、基準日が令和８年２月１日ですから、それ以降に転出した方、発送が４月ですから、年度末で転勤であったり、家族の引っ越しだったり、そういう方々が宛所不明ということで戻っておられるんだろうというふうに考えると、やはりこのぐらいの数字なのかなというふうに思います。
次に、４月上旬より発送開始され、紙クーポン券５万４５００世帯の発送完了が６月になるということですが、この間、市民の皆様からの問合せが私にもありましたけれども、市のほうにも多数問合せがあったと思いますが、どのぐらいの問合せ件数があったと把握されておられるか、お伺いします。
○議長（城丸秀髙）
　経済部長。
○経済部長（林　利恵）
　令和８年３月１日から６月５日時点で、本庁舎２階に設置しておりますコールセンターで、４８６６件お問合せいただいております。また、物価高騰臨時対策室でも同程度の問合せがあっておりますので、１万件ほどお問合せいただいているところでございます。４月第１週目から問合せ件数が増加し、４月末から５月初めにかけて大きく問合せ件数が増えたような状態でございました。
○議長（城丸秀髙）
　４番　奥山亮一議員。
○４番（奥山亮一）
　１万件の問合せと、これはすごい数だなというふうに、数だけ見ると思います。これは４月末ぐらいから増えたということですけども、５月末ぐらい、約３０日で割ったとしても、１日３００件ぐらい。まだかまだかという問合せが多かったんだろうというふうに思います。今回、クーポンはすばらしい事業なんですけれども、こういう配達等々で問合せが多かったと。通常業務に大きく支障を来したんじゃないかなと思います。
次に、電子クーポン券及び紙クーポン券の利用状況について伺います。紙クーポン券は最近発送が完了したというようなことでしたが、市民の皆様に行き渡ったようですけれども、電子クーポン券は４月１日から利用ができました。それぞれの利用率及び利用金額について、お願いいたします。
○議長（城丸秀髙）
　経済部長。
○経済部長（林　利恵）
　電子クーポン券につきましては、令和８年３月に電子券を申込みいただいた対象者の皆様へ、４月１日に一斉に受領手続の配信を実施いたしました。その後も、未受領の方を対象として、４月２７日、５月１９日、６月１日の計３回にわたり再度の配信を行い、利用の促進を図ってきたところでございます。直近の令和８年６月３日時点における実績といたしましては、発行金額２億２６８６万６千円に対し、利用金額は１億８５６０万２０８２円となっており、利用率は８１．８％となっております。
次に、紙クーポン券につきましては、３月に電子券を申込みされなかった対象者の皆様へ、４月上旬より随時ゆうパックにて各世帯へ郵送を行っておりますが、同じく６月３日の実績といたしましては、発行金額１１億５０１０万２千円に対し、利用金額は３億４９８５万８千円、利用率は３０．４％となっております。
○議長（城丸秀髙）
　４番　奥山亮一議員。
○４番（奥山亮一）
　電子クーポン券は８１％の方が使っているということですから、やはり使い勝手がいいんだなというふうに思いますし、若い方が、今やはりスマホ等で決済される方が多いので、こういうふうに使われるんだなというふうに思います。それに代わって、紙のほうは３０％ということで、まだまだ届いていない方がいらっしゃるということで、やはり低いんだなというふうに思います。
次に、紙のクーポン券は年代別の利用状況は難しいと思いますけども、電子クーポン券については年代別の利用状況が分かるのか、お尋ねいたします。
○議長（城丸秀髙）
　経済部長。
○経済部長（林　利恵）
　現時点ではクーポン券の利用傾向を年代別に集計・分析した詳細なデータはございませんが、本事業が終了した後に、電子クーポン券の利用データを基に、年代別の利用傾向等については詳細な集計・分析を行いたいと考えております。
○議長（城丸秀髙）
　４番　奥山亮一議員。
○４番（奥山亮一）
　どうぞよろしくお願いします。今後、同様な事業があったときに、大きなデータになるのではないかなと思いますので、お願いします。
次に、既に利用されたクーポン券を精算、事業者の方に支払いされていると思いますけれども、電子と紙の構成割合についてどのようになっているのか、伺います。
○議長（城丸秀髙）
　経済部長。
○経済部長（林　利恵）
　６月３日時点の精算金額は、全体で５億３５４６万８２円、内訳といたしましては、電子券が１億８５６０万２０８２円、３４．６％、紙券が３億４９８５万８千円、６５．４％となっております。
○議長（城丸秀髙）
　４番　奥山亮一議員。
○４番（奥山亮一）
　５億３５００万円ということで、１３億円から比べて、かなり、半分近くがもう既に事業者であるとか商店の皆様に振り込みができているということでよろしいですか。
次に、今回、電子クーポン券の利用開始は４月１日から、一方、紙クーポン券の２人以上の世帯で配達が遅い方では、利用開始に２か月以上差がついたことになります。電子クーポン券と紙クーポン券の利用開始日が異なることについての認識について、お伺いします。
○議長（城丸秀髙）
　経済部長。
○経済部長（林　利恵）
　まず、電子クーポン券と紙クーポン券では配付手法の特性上、利用開始時期に一定の差が生じることは当初から想定しておりました。しかしながら、紙クーポン券の追加印刷など、結果として同じ紙クーポン券でも利用開始時期に約２か月の差が生じたような状況でございます。
今回の結果を踏まえまして、今後、同様の事業を実施する際には、配付手法の違いによるタイムラグを可能な限り最小限に抑えるよう、発送計画のさらなる前倒しなど、配慮すべき事項として今後に生かしてまいりたいと考えております。
○議長（城丸秀髙）
　４番　奥山亮一議員。
○４番（奥山亮一）
　課題認識だけではなく、次回、同様の事業あったときには利用開始日を統一する、あるいは発送完了後に利用開始するなど、改善策を検討していただければというふうに思いますが、いかがですか。
○議長（城丸秀髙）
　経済部長。
○経済部長（林　利恵）
　質問議員の言われるよう、利用開始日を統一した形で配付するなど、可能な限りタイムラグを最小限に抑えられるように検討してまいりたいと考えております。
○議長（城丸秀髙）
　４番　奥山亮一議員。
○４番（奥山亮一）
　よろしくお願いします。
次に、経費について伺います。本事業に係る経費については幾らぐらいかかっていたのか、お尋ねします。
○議長（城丸秀髙）
　経済部長。
○経済部長（林　利恵）
　クーポン券のシステム構築・運用などの委託料が３７０３万８千円、クーポン券の封入・封緘などの委託料が２５２７万１千円となっております。
次に、クーポン券の作成に必要な印刷製本費につきまして、初回の費用が４４７万６千円、増刷分が２３４万１千円、合計６８１万７千円となっております。
また、ゆうパックなどの通信運搬費につきましては、最終的な送付数が確定していないため予算額となりますが、５０８４万５千円となっております。
そのほか、消耗品費や案内文書印刷、封筒作成、口座振込手数料、複写機借上料などで１６５万１千円となっております。
事務費総額は、１億２１６２万２千円となっております。
○議長（城丸秀髙）
　４番　奥山亮一議員。
○４番（奥山亮一）
　クーポン券が約１３億円、費用が１億２千万円ということで、１０％近くかかる大きな事業というふうに思います。
次に、今後の応援施策について伺いますが、紙クーポン券の発送遅れなど混乱が生じました。まだ事業は終わっていませんが、現時点での事業の総括、また、課題認識としてはどのようにお考えなのか、伺います。
○議長（城丸秀髙）
　経済部長。
○経済部長（林　利恵）
　今回の生活応援クーポン券事業は、物価高騰の影響を受けている市民の皆様の生活支援と市内経済の活性化を目的として実施いたしました。全世帯、市民に対し、１世帯当たり１万円、加えて世帯員１人当たり６千円という規模で支援を届けられたことは市民の皆様の家計を下支えし、市内事業者様への直接的な波及効果をもたらすなど、一定の役割を果たすことができたものと確信しております。
しかしながら、事業運営におきましては、電子クーポン券と紙クーポン券の選択方式を導入し、業務のデジタル化と利便性の向上を追求いたしましたが、結果といたしまして電子クーポン券の申込数が想定を大きく下回り、紙クーポン券の追加印刷が必要となったこと、また、それに伴い発送完了時期に遅れが生じたことなど、多くの課題があったことも認識しております。
一方で、今回、初めて紙クーポン券に事業者換金用のＱＲコードを印刷し、事業者の換金に係る負担軽減を図り、多くの事業者様に来庁不要で換金手続をしていただいておりますことから、事業者の負担軽減には寄与できたものと考えております。
本事業で蓄積したデータを分析し、今後の行政サービスに生かしていきたいと考えております。
○議長（城丸秀髙）
　４番　奥山亮一議員。
○４番（奥山亮一）
　どうぞよろしくお願いいたします。
次に、今後、また国から交付金があり、同様の事業を行う際には、同じく電子クーポン券は活用されるかどうか、伺います。
○議長（城丸秀髙）
　経済部長。
○経済部長（林　利恵）
　事業目的によっても変わってくるものだとは考えているところであり、現段階でのお答えはしかねますけれども、省力化、効率化の観点から、デジタル化の推進は必要ではないかと考えております。
○議長（城丸秀髙）
　４番　奥山亮一議員。
○４番（奥山亮一）
　併せたところで、どうぞよろしくお願いします。
次に、職員の方も減少する中、省力化、効率化を図る上で、デジタル化の推進は必要であると考えます。仮に、今回の事業が現金給付であった場合、クーポン券よりも早いスケジュール感となったのではないかと思いますが、現金給付は検討されたのかどうか、伺います。
○議長（城丸秀髙）
　経済部長。
○経済部長（林　利恵）
　当初の事業組立ての中で現金給付も検討を行っておりますが、現金給付の場合、市外やインターネットによる消費など、域外消費に回ることが考えられます。
一方で、市内の登録店で使用できるクーポン券にしますと、物価高騰の影響を受けておられる市民の負担軽減に加えまして、確実に市内で消費されることによる市内経済の活性化、この２つの効果が得られるものと考え、クーポン券としたものでございます。
○議長（城丸秀髙）
　４番　奥山亮一議員。
○４番（奥山亮一）
　次に、市内経済の活性化について確認ですが、大型小売店や家電量販店、食品スーパーなどは、日頃から市民の皆様が利用されて非常に助かっておりますし、私も使っております。これらの事業主は市内の経済の活性化になると考えていいのかどうか、伺います。
○議長（城丸秀髙）
　経済部長。
○経済部長（林　利恵）
　生活応援クーポン券により確実に市内で消費されることで、事業者様の売上げが向上し、それがさらなる人や物への投資につながるため、市内経済の活性化が図れたものと考えております。
○議長（城丸秀髙）
　４番　奥山亮一議員。
○４番（奥山亮一）
　次に、今回、紙クーポン券が届くまでに相当の時間を要しました。市民の方へ早く、平等に支援をお届けするための方策についてはどのように考えてあるのか、お伺いします。
○議長（城丸秀髙）
　経済部長。
○経済部長（林　利恵）
　市民の方により早く、平等に支援をお届けするためには、電子クーポン券の発行が有効な手段であると考えますけれども、利用される方が電子と紙のどちらかを選べるということも、市民の方の利便性を考えた場合は間違った方策であったとも言えず、今回の反省点を踏まえ、今後もさらなる調査研究が必要であると考えております。
○議長（城丸秀髙）
　４番　奥山亮一議員。
○４番（奥山亮一）
　次に、今回、電子クーポン券は３万世帯と見込みながら、実際には１万世帯にとどまりました。その結果、２万世帯分の紙クーポン券を追加印刷することになりました。また、コールセンターだけでも４８００件、物価高騰臨時対策室を含めると１万件の問合せがあったとの答弁であります。今回の課題は市民のデジタル化への対応不足というより、行政側が市民ニーズを十分把握できていなかったことにあるのではないでしょうか。
そこでお尋ねします。今回発生した追加印刷費用や問合せ対応、発送遅延などを総合的に検証し、次回、同様の事業実施をする際には、市民アンケートや利用実績データを活用した需要予測を行い、より実態に即した制度設計を行うという考えはあるのか、伺います。
○議長（城丸秀髙）
　経済部長。
○経済部長（林　利恵）
　質問議員が言われますとおり、次回、同様の事業を実施する場合には、今回の事業内容を踏まえ制度設計をする必要があると考えております。
○議長（城丸秀髙）
　４番　奥山亮一議員。
○４番（奥山亮一）
　ぜひ、アンケート等もできれば、よろしくお願いします。
最後、要望になりますけれども、次回は、電子か紙かという二者択一ではなくて、市民の利用実態を分析した上で、高齢者などへのサポート体制も含めた、飯塚市に合ったクーポン券事業の在り方を検討すべきではないかと思います。また、現金給付という選択肢も含めて検討していただくことを要望して、この質問を終わります。
○議長（城丸秀髙）
　１０番　田中武春議員に発言を許します。１０番　田中武春議員。
○１０番（田中武春）
　それでは通告に従いまして、私のほうから「空き家対策」と「こども誰でも通園制度」について、一般質問を行いたいと思います。
まず、空き家対策ですが、空き家等は、建築物（住宅以外の用途を含む）、またはこれに附属する工作物であって居住その他の使用がなされていないことが常態（おおむね１年間）であるもの及びその敷地を言います。
令和５年住宅・土地統計調査によると、福岡県の空き家の総数は約３４万戸で、そのうち、賃貸・売却用の住宅や別荘等の二次的な住宅が約２１万戸、その他の住宅は約１３万戸となっています。空き家は全国的にも増加傾向にありまして、県内では人口や世帯数の減少に伴いまして、今後も空き家の増加は続くと考えられています。このことは、防災、防犯、衛生、景観等の面で大きな問題を生じさせ、いわゆる、地域での空き家問題として危惧されているところであります。
現状についてですけども、本市の空き家の現状と各地区での戸数について、合併前の１市４町での状況でお示しください。
○議長（城丸秀髙）
　都市建設部長。
○都市建設部長（大井慎二）
　質問議員が言われます、総務省の住宅・土地統計調査結果に加え、本市では独自に空き家状況を把握するため、平成２８年度に市内全域の公営住宅及び共同住宅を除く、全ての建築物を対象とする空家等実態調査を実施し、３４８６戸の空き家があることが判明いたしました。
その後、本調査から５年が経過したことを受け、令和４年度から６年度までの３か年で、平成２８年度の調査データに基づく市職員による実態調査を実施しております。
調査結果としましては、所有者等による自主建て替えが行われていたものが２７６戸、自主解体されていたものが４９５戸、居住が確認されたものが７０９戸、継続して空き家であると判定されたものが２０２７戸となっております。また、本調査において、新たな空き家として１５８戸が確認されましたので、合わせて２１８５戸が空き家の結果となっております。
さらに、平成２８年度の実態調査以外の空き家として、令和６年度までに相談等のあった５７５戸について、令和７年度に調査を行い、建て替えが２４戸、自主解体が７３戸、居住が確認されたものが６６戸、継続して空き家となったものが４１２戸、そのほか新たな空き家として５２戸が確認されましたので、合わせて、４６４戸が空き家であると判定され、令和４年度以降の実態調査結果の２１８５戸と合わせて、２６４９戸が空き家の結果となっております。
この２６４９戸の地区別の内訳といたしましては、旧飯塚地区が１５９３戸、旧穂波地区が４１７戸、旧筑穂地区が２９０戸、旧庄内地区が１５８戸、旧頴田地区が１９１戸となっております。
○議長（城丸秀髙）
　１０番　田中武春議員。
○１０番（田中武春）
　２６４９戸ですね、結構多くなっていると思います。
次に、この空き家の活用や除却対策に関する事業についてですけども、本市では、飯塚市老朽危険家屋解体撤去補助金制度がありますが、この制度の内容について、お示しください。
○議長（城丸秀髙）
　都市建設部長。
○都市建設部長（大井慎二）
　飯塚市老朽危険家屋解体撤去補助金制度の対象となる老朽危険家屋とは、社会資本整備総合交付金の基幹事業である「空き家再生等推進事業」の定義に基づき、住宅地区改良法に規定されている不良住宅で、居住等をしていないことが常態であるものを言います。そのため、空き家所有者から相談があった場合、まずは、相談者の空き家が老朽危険家屋の定義に該当するかどうか建物の状態を調査し、「外観目視による不良度判定の手引き」に基づき、評価をいたします。
具体的には、国土交通省住宅局住環境整備室が示しております、「外観目視による住宅の不良度判定の手引き（案）」において、住宅地区改良法施行規則における住宅の不良度の判定基準に基づいて定められており、最高評点２６０点に対して、建築士の外観目視による不良度判定の合計点数が１００点以上となるものを不良住宅として認定いたします。
この評点が判定基準を満たす家屋の解体工事に対し、補助対象経費の２分の１以内、５０万円を上限として補助金を交付いたしております。
○議長（城丸秀髙）
　１０番　田中武春議員。
○１０番（田中武春）
　次に、福岡県では、この空き家の解消策として２０２６年度から郊外の空き家を再生し、マイホームを求める子育て世代に行き渡らせる取組をモデル事業として実施しているというふうに聞いておりますが、どのような取組なのか、お尋ねいたします。
○議長（城丸秀髙）
　都市建設部長。
○都市建設部長（大井慎二）
　福岡県では、令和８年度から「空き家再生子育て応援事業」を実施することとしております。本事業は、住宅価格の高騰により、経済的負担が大きくなっている子育て世帯に対して、空き家を魅力的で手頃な価格の中古住宅に再生することで、空き家の解消と子育て世帯の定住促進を図るものでございます。
事業の概要といたしましては、県と協定を締結した買取り再販事業者が空き家を直接空き家所有者から買い取り、リフォームして販売いたします。その際、相続登記等の手続が障壁となって、売却に進まないケースが多く見受けられるため、司法書士等への手続費用の一部を補助金として交付し、売却を後押しするものでございます。
○議長（城丸秀髙）
　１０番　田中武春議員。
○１０番（田中武春）
　次に、再生可能な物件は買取り再販事業者が子育て世帯向けにリフォームして販売するとのことですけども、この買取り販売事業者とはどういった事業者なのか、お尋ねいします。
○議長（城丸秀髙）
　都市建設部長。
○都市建設部長（大井慎二）
　現在、県において、空き家再生子育て応援事業に参加する買取り再販事業者の募集が行われており、応募期限は令和８年６月１７日までとなっております。
主な募集要件といたしましては、宅地建物取引業法に基づく、宅地建物取引業の免許を有していること、福岡県内に事業所を有していること、直近３年間で県内における住宅及びその敷地を直接所有者から買い取り、リフォーム工事を実施した後、自ら売主として販売した実績を有することなどが買取り再販事業者の要件となっております。
○議長（城丸秀髙）
　１０番　田中武春議員。
○１０番（田中武春）
　本事業は、空き家の売却が進まない所有者を後押しするため、相続や登記など必要な手続費用を補助する制度となっているとのことですが、その内容について、お尋ねいたします。
○議長（城丸秀髙）
　都市建設部長。
○都市建設部長（大井慎二）
　補助の対象となる経費は、司法書士や土地家屋調査士などの専門家への委託費、官公署が発行する証明書手数料や登録免許税など不動産登記や相続等の手続に必要な費用となっております。補助額につきましては、補助対象経費の２分の１以内、上限額は３０万円となっております。
○議長（城丸秀髙）
　１０番　田中武春議員。
○１０番（田中武春）
　県では、政令市や中核市以外の市町村から本事業のモデルとなる自治体を数か所選定した上で、市町村が持つ空き家の情報を活用し、売却を希望する物件の劣化状況や土地の権利などを調査していると聞いていますが、本事業の対象となる市町村や本市の現状はどのようになっているのか、お尋ねいたします。
○議長（城丸秀髙）
　都市建設部長。
○都市建設部長（大井慎二）
　今年度、本事業のモデル実施自治体として、県内４市町が選定されており、これまでの空き家対策の取組を踏まえ、本市も選定されております。なお、本市以外の選定自治体は、柳川市、遠賀町、築上町となっております。
○議長（城丸秀髙）
　１０番　田中武春議員。
○１０番（田中武春）
　それでは本市が県内の４つのモデル事業の対象自治体の１つということですが、これはどの部署が担当窓口で、今年度の予算はどのようになっているのか、お尋ねいたします。
○議長（城丸秀髙）
　都市建設部長。
○都市建設部長（大井慎二）
　本市における補助金の名称は「飯塚市空家再生促進支援補助金」としており、都市建設部建設政策課住環境整備係が担当窓口となっております。
今年度の予算といたしましては、１件当たりの補助上限額３０万円をベースに、補助対象件数を１５件と見込み、４５０万円を歳出予算として計上しております。また、財源としましては、モデル事業対象自治体であることから、県から全額補助にて賄われることとなっており、同額を歳入予算で計上いたしております。
○議長（城丸秀髙）
　１０番　田中武春議員。
○１０番（田中武春）
　それでは本事業について、市民等への周知はどのように行っているのか、お尋ねいたします。
○議長（城丸秀髙）
　都市建設部長。
○都市建設部長（大井慎二）
　市民等への周知につきましては、県との協議により、これまでの意向調査で売却意向を示されている空き家所有者等に対し、直接、本事業への参加案内通知を送付しているところでございます。今後の申請状況を踏まえながら、過去に老朽危険家屋解体撤去補助金における老朽危険度判定において対象外となった方や、これまでに空き家相談のあった方など、まずは個別の案内により掘り起こしを行っていく予定といたしております。
○議長（城丸秀髙）
　１０番　田中武春議員。
○１０番（田中武春）
　近年の住宅価格が高騰する中、空き家再生子育て応援事業については、子育て世帯が低価格で家を持てる上、定住促進や空き家の解消にもつながる一石三鳥を狙う取組というふうに考えられております。
福岡県では、本事業について、事業費として２０２６年度一般会計当初予算に３１７５万円を計上し、年間７０件の販売を目標に掲げておられます。県の住宅計画課はモデル事業として、実績を積み重ねて、県内各自治体に広げたいというふうに考えられています。
本市においても、このモデル事業対策自治体として、福岡県と連携し、文字どおり県内の空き家対策のモデル自治体となるべく、しっかりと事業を進めていただくよう要望しまして、この質問を終わりたいと思います。
　次に、「こども誰でも通園制度について」ですが、まず、国のこども未来戦略に基づき、新たに創設されることとなった、こども誰でも通園制度については、全てのこどもの育ちを応援し、こどもの良質な育成環境を整備するとともに、全ての子育て家庭に対し、多様な働き方やライフスタイルに関わらない形での支援を強化するため、現行の育児教育、保育給付に加え、月一定の時間までの利用可能枠の中で、就労要件を問わず、時間単位等で柔軟に利用できる新たな通園制度になっています。
２０２５年度に子ども・子育て支援法に基づく、地域子ども・子育て支援拠点事業として制度化し、２０２６年度から子ども・子育て支援法に基づく、新たな給付として、全国の自治体において実施されております。
対象については、保育所等に通っていない生後６か月から満３歳未満のこどもを対象に月最大１０時間預けられます。利用料金は全国どこでも１時間３００円程度となっております。
そこでお尋ねしますが、家族に対する支援について、本市が行っている「一時預かり事業」と「こども誰でも通園制度」について、どこが異なるのか、お示しください。
○議長（城丸秀髙）
　こども未来部長。
○こども未来部長（榊　敏江）
　こども誰でも通園制度と一時預かり事業につきましては、主に目的・定義面の違い、給付制度と事業といった制度的な違いがあります。
こども誰でも通園制度は、保護者のために預かるものではなく、家庭にいるだけでは得られない様々な経験を通じてこどもが成長していくように、こどもの育ちを応援することが主な目的であり、一時預かり事業は、緊急的対応、保護者のリフレッシュなど、保護者の立場から一時的に保育を必要とするものでございます。
国の給付制度として実施されるこども誰でも通園制度は、月の利用時間の上限や対象のこどもの月齢も一律の定めがあり、全国どの自治体でも共通で実施されるのが特徴であり、一時預かり事業は、実施主体である市町村が地域のニーズに応じて、実施するかどうかを決めるというのが特徴でございます。
○議長（城丸秀髙）
　１０番　田中武春議員。
○１０番（田中武春）
　それでは本市においては、２０２５年の１０月からこの制度を開始して、今、８か月が経過しておりますが、市民の利用等の現状については、どのようになっているんでしょうか。
○議長（城丸秀髙）
　こども未来部長。
○こども未来部長（榊　敏江）
　２０２５年１０月から私立保育施設３か所、利用定員は１日当たり８名で事業を実施した結果、利用登録者数は４名で、そのうちの３名の利用実績がありました。
なお、今年度より実施施設数が昨年度の３か所から１０か所に増え、利用定員も１日当たり２４名に増えており、令和８年５月末現在の状況を申し上げますと、登録者数は１４名、利用者数３名、利用回数９回、利用時間は１９時間となっております。
○議長（城丸秀髙）
　１０番　田中武春議員。
○１０番（田中武春）
　昨年度から３か所から１０か所に増えたということで答弁がありましたが、１０か所の施設名をぜひ、お示しください。
○議長（城丸秀髙）
　こども未来部長。
○こども未来部長（榊　敏江）
　施設名は幸袋こども園、桜ヶ丘幼稚園、枝国保育園、ひばり保育園、潤野こども園、横田こども園、いぎすれんげ幼稚園、あじさいこども園、鯰田こども園、菰田保育所の１０園でございます。
○議長（城丸秀髙）
　１０番　田中武春議員。
○１０番（田中武春）
　登録者数が１４名、利用者が３名、利用時間も１９時間、ちょっと少ないような気もいたします。利用方法についてですが、利用申請を行う必要があるというふうに聞いておりますけども、その方法について、お示しいただけますか。
○議長（城丸秀髙）
　こども未来部長。
○こども未来部長（榊　敏江）
　保育施設を利用するためには、保護者はまず、市の窓口にて利用認定申請を行います。市は利用資格を確認し、国が提供する保育総合支援システムを使って利用認定を行い、認定保護者に対して、システム利用のためのＩＤを発行します。保護者はＩＤを使用し、システムにログインし、こどもの情報を入力、利用したい施設を検索し、面談の予約を行います。面談終了後、施設利用についての予約ができるようになります。その後は、予約した日に利用し、当日、保育施設に利用料を支払う流れとなっております。
○議長（城丸秀髙）
　１０番　田中武春議員。
○１０番（田中武春）
　それでは、利用料金については１時間３００円程度となっておりが、施設によって異なるとしていますが、その理由について、また、別途実費が必要となる場合があると聞いていますが、どのようなものがあるのか、お尋ねいたします。
○議長（城丸秀髙）
　こども未来部長。
○こども未来部長（榊　敏江）
　利用料金については、国が１時間当たり３００円程度を標準としており、実施する施設が自由に設定することができるようになっております。市内の実施施設では３００円で設定しております。また、別途実費としては、給食代やおやつ代が挙げられます。
○議長（城丸秀髙）
　１０番　田中武春議員。
○１０番（田中武春）
　それでは利用料の負担軽減についてですけども、対象世帯とその額について、お示しください。
○議長（城丸秀髙）
　こども未来部長。
○こども未来部長（榊　敏江）
　利用料につきましては、世帯の所得に応じて負担軽減をしており、生活保護受給世帯は無料、市民税非課税世帯は１００円、市民税課税世帯は３００円と、１時間当たりの利用料を設定しております。
○議長（城丸秀髙）
　１０番　田中武春議員。
○１０番（田中武春）
　それでは利用の方法ですけども、中身を見てみると「定期利用」と「柔軟利用」の２つがありますが、この具体的な各利用の内容について、お示しください。
○議長（城丸秀髙）
　こども未来部長。
○こども未来部長（榊　敏江）
　定期利用は、利用する施設の限定や、利用する曜日や時間帯を固定するなど、定期的に利用する形を言い、定期利用を行うことによって、こどもが場や人に慣れ、次第に保育者とこどもの関係が構築されると考えられます。
一方、柔軟利用は、利用する施設、月、曜日、時間を固定せずに、こどもに合う施設を見つけるまでの利用や、里帰り出産における兄弟児の利用等で活用することが考えられます。
○議長（城丸秀髙）
　１０番　田中武春議員。
○１０番（田中武春）
　それでは、何らかの理由で利用をキャンセルした場合、対応とキャンセル料について、お示しください。
○議長（城丸秀髙）
　こども未来部長。
○こども未来部長（榊　敏江）
　保護者にて保育総合支援システムに入力してもらうことにより、キャンセルの手続を行っていただきます。キャンセルにつきましては、原則として前日の１７時までにご連絡を頂くようお願いしております。この場合、利用可能時間は減りませんが、当日のキャンセルにつきましては、利用可能時間が減ることになります。前日までのキャンセルにつきましては、キャンセル料は発生しませんが、当日キャンセルのキャンセル料につきましては、予約時間に相当する金額が発生する場合がございます。
○議長（城丸秀髙）
　１０番　田中武春議員。
○１０番（田中武春）
　この制度の利用時間についてですが、近隣の自治体では、国が定める１０時間に市独自で１０時間を加えた２０時間での取組を進めている自治体もあるというふうに聞いておりますが、担当部として、調査研究は行ったのでしょうか、お示しください。
○議長（城丸秀髙）
　こども未来部長。
○こども未来部長（榊　敏江）
　筑豊地区８市の利用時間を調査した結果では、全ての市において国が定める１０時間での設定となっておりますが、県内で１０時間を超えて設定している自治体としましては、福岡市が４０時間、久留米市及び古賀市では２０時間と独自に設定している自治体もございます。
○議長（城丸秀髙）
　１０番　田中武春議員。
○１０番（田中武春）
　さきにも述べたように、こども誰でも通園制度の対象となるのは、生後６か月から満３歳未満で、保育所等に通っていない未就園児です。保護者の就労の状況にかかわらず、誰でも利用できる制度として設計されています。
近年では、男性の育児休暇取得も奨励されていますが、出産後の体調やライフバランスをうまく取れない女性はまだまだ多いようです。そのような場合、短時間でも子育ての疲れを取り除ける時間ができることは、子育ての当事者にとっても貴重と言えます。また、家族や親族の子育て支援が受けにくい環境にある夫婦にとって、保育専門家と接する機会も貴重ではないかと考えます。
しかしながら、課題もあります。まずは、保育士不足と負担増です。保育士の仕事は、今までの園児への対応のほかに、預かり事業のこどもや保護者への対応が増え、モデル事業ゆえに試行錯誤もあり、負担は増加すると考えます。２０２６年１月の保育士の有効求人倍率は３．８８倍で、全職種の平均有効求人倍率１．２７倍に比べると深刻化しています。
次に心配されるのが、保育の質の維持です。通常保育に比べて、短時間預かり保育のこどもは、慣れることが難しかったり、時間がかかったりします。また、自分の親がいないことで、在園児が不安になったり、それらのこどもに個別対応していくと、全体に向き合うことがおろそかになったりと、保育の質の維持を不安視する声も上がっているというふうに聞いております。保育士を増やし、配置できる余裕があれば、解消に近づきますが、それと同時にこれまでの仕事内容を精査し、負担を軽減する工夫が必要と考えます。こども誰でも通園制度を充実したものにするためにも、保育士の確保と保育の質の向上が求められます。
本市としても、市民が安心してこどもを預けられる環境整備や利用時間の延長、いわゆる国が定める１０時間に市独自で１０時間を加えた２０時間としている自治体もあることから、利用時間について、調査研究をしていただいて、武井市長が掲げる安心して産み育てることができる、「子育てのまち」を推進するためにも、他市に負けない、本市独自の時間延長の実施に向けた検討について、最後に市長のお考えをお尋ねいたします。
○議長（城丸秀髙）
　武井市長。
○市長（武井政一）
　ご質問いただいております、こども誰でも通園制度は、ご答弁申し上げましたけど、現行の幼児教育・保育給付に加えまして、月一定時間までの利用を可能な枠の中で就労要件を問わず、時間単位で柔軟に利用できる新たな通園制度でございます。
本市におきましては、ご答弁申し上げましたように、昨年度の後半から先行的に実施いたしまして、本年度からは全国と合わせた、全面実施をしているところでございます。これまでにも本市では、同様の子育て支援に係る施策としては、一時預かり事業あるいは親子が無料で利用できる子育て支援センター事業を実施しており、子育て家庭の支援を行っているところでございます。ただ、質問議員からご指摘のとおり、実績等については、増加に向けてこれから努力が必要であると考えているところでございます。
今後も、こども誰でも通園制度の適切な運営に取り組むとともに、利用のニーズ等をきめ細かく対応できるように、調査研究をいたしまして、「子育てのまち」の推進、実現を図ってまいりたいと思っております。
○議長（城丸秀髙）
　１０番　田中武春議員。
○１０番（田中武春）
　先ほど部長の答弁にもありましたが、本市の約半数の人口の古賀市が独自に１０時間を超えて２０時間での実施をしております。市長の答弁にありましたように、早急に利用者のニーズ等を調査研究していただいて、他市に負けない本市独自の時間延長、２０時間実施に向けた検討を強く要望いたしまして、私からの一般質問を終わりたいと思います。
○議長（城丸秀髙）
　暫時休憩いたします。

午後　０時０３分　休憩
午後　１時０４分　再開
○議長（城丸秀髙）
本会議を再開いたします。１２番　金子加代議員に発言を許します。１２番　金子加代議員。
○１２番（金子加代）
それでは、通告に従い、一般質問を３点行います。１つ目に、「市民と行政との協力・連携のあり方について」、２つ目に、「一般廃棄物処理基本計画の見直しについて」、最後に、「介護に関わる人材確保の取組について」、行います。
まず、「市民と行政との協力・連携のあり方について」ですが、１－２、１－３は、時間の都合上、今回は割愛させていただきます。
現在、協働環境委員会にて「協働のまちづくりの推進について」が特別付託事件として審査されておりますが、今回は総合計画にあるように、市全体として市民等の協力・連携の在り方について確認したく、質問いたします。
本市の第２次総合計画には、都市目標像として、市民、各種団体、ＮＰＯ、事業所等と行政が、協力・連携することが掲げられていますが、まずその目的について、お尋ねいたします。
○議長（城丸秀髙）
企画政策室長。
○企画政策室長（落合幸司）
本市を取り巻く社会環境は、人口減少や少子高齢化の進展、ライフスタイルの多様化などにより、複雑かつ多様な課題に直面しております。これらの行政だけで解決することが困難な課題に対しまして、地域社会の主体である市民の皆様をはじめ、ＮＰＯ、各種団体、事業者などの多様な主体と情報共有を図り、多様な主体の知見や資源を共有し、それぞれが役割に応じ、補完し合うことを目的といたしております。
これにより、それぞれの主体が持つ専門性を地域の特性と融合させることで、また、地域の特性に合わせ分担することで、効果的な課題解決が図られ、市民の皆様がまちづくりの主体として関わり、自らの地域をどうしていくかを共に考え行動することで、地域への愛着や誇りを高め、支え合いの精神が醸成され、人材と地域の力が育ち、本市の持続可能な発展につながることを目指しております。
○議長（城丸秀髙）
１２番　金子加代議員。
○１２番（金子加代）
目的は分かりました。
では、市民等と協力・連携する具体的な方法はどのようなものがあるのか、お尋ねいたします。
○議長（城丸秀髙）
企画政策室長。
○企画政策室長（落合幸司）
本市が市民等と協力・連携する方法といたしましては、３点あると考えております。補助金交付や施設使用料等の減免、活動支援、情報の提供など、市民等が主体となり、市が協力するという方法、それから、実行委員会方式や共催など、市民等と市が共同して実施する方法、そして、委託や出前講座など、市が主体となり市民からの協力を得る方法があると考えております。
○議長（城丸秀髙）
１２番　金子加代議員。
○１２番（金子加代）
総合計画の３５ページに「情報共有の推進」というものがあります。そこには「市民参画機会の充実」が挙げられております。そして「市民アンケート調査等により市民の声や地域の実情の把握に努めるとともに、市民と行政との情報のやりとりができる仕組みづくりを推進します。さらに、市民参画を進めるため、審議会等への参加を促進し、市民・団体等の意見を聴き取り、意見交換会の実施などに努め、政策形成に市民の意見を取り入れていきます。」というふうにあります。この情報共有と市民とのやり取りができる意見交換会も市民などと協力・連携する方法だと考えてよろしいでしょうか。確認いたします。
○議長（城丸秀髙）
企画政策室長。
○企画政策室長（落合幸司）
その一つだと考えております。
○議長（城丸秀髙）
１２番　金子加代議員。
○１２番（金子加代）
市民とのやり取りが大切だということが分かりました。
では、行政側の効果、市民等の効果、それぞれどのように考えているのか、お尋ねいたします。
○議長（城丸秀髙）
企画政策室長。
○企画政策室長（落合幸司）
行政側の効果といたしましては、現場に近い市民や事業者の視点が入ることで、行政内部の視点だけでは気づきにくい課題を的確に把握し、効果的な施策の立案や実施につながること、それから、専門性や地域資源を持つ民間団体等が主体となって事業を実施することで、限られた行政資源をより有効に活用できること、そして、地域コミュニティー活動に関わる人材が増加することで、持続可能な地域コミュニティー活動につながり、まちのにぎわいにつながることと考えております。
また、市民等の効果といたしましては、市民等の知見や技能、アイデアをまちづくりに反映させる機会を得ることで、地域貢献へのやりがいや住民主体のコミュニティー活動を活性化するきっかけとなること。行政との連携を通じて、多様な関係者との合意形成などのノウハウが蓄積され、地域や団体が自ら考え行動する意識が醸成され、持続可能な地域コミュニティー活動につながること。それから、まちの主役として参画し、まちをよくしていくプロセスを通じ、飯塚市というまちへの愛着や誇り、いわゆる「シビックプライド」が醸成されることと考えております。
○議長（城丸秀髙）
１２番　金子加代議員。
○１２番（金子加代）
市民そして行政側にも様々な効果があることが分かりました。
市民や各種団体と協働することで、限られた行政資源をより有効に活用できるというような答弁をされましたが、もう少し詳しく、その費用対効果について、お示しください。
○議長（城丸秀髙）
企画政策室長。
○企画政策室長（落合幸司）
一般的に、行政と市民等が連携する際には、対話や調整において、一定の人的・時間的コストを要することも事実でありますが、費用対効果を図る上では、中長期的な視点を持って判断する必要があると考えております。具体的には、行政が全てのニーズを直接担う場合、専門性の不足やニーズとの乖離により、過大なコストがかかるケースが考えられます。専門性を持つ市民等と役割を分担することで、限られた財源を効果的に配分することが可能になると考えております。
それから、例えば、健康増進や高齢者の見守り、子育て支援において、関係団体と連携し、支え合いの仕組みをつくることは、福祉サービスの需要や孤立・困窮といった社会的リスクを未然に防ぐことにつながり、これは中長期的な行政コストの抑制として効果があるものと考えております。
また、市民がまちづくりに関与することで、地域への愛着や誇りが高まり、地域資源の再発見や、新たな経済活動の活性化が促されるものと考えております。
○議長（城丸秀髙）
１２番　金子加代議員。
○１２番（金子加代）
こういう市民との協働というと、なかなか費用対効果という面で話したことはないというふうに思うんです。費用対効果が目的で、市民や各種団体と協働したということではないけれども、協働することで、結果的に費用対効果につながっているということを理解いたしました。
では、事業やイベント等における費用対効果について、可能であれば、具体的にご説明をお願いいたします。
○議長（城丸秀髙）
市民協働部長。
○市民協働部長（小川敬一）
事業やイベント等における費用対効果について、具体的にということでございますので、私のほうから答弁させていただきます。
まず、先ほど質問議員が言われましたように、協働のまちづくりの推進につきましては、決して行財政改革とか、費用対効果を目的に実施しているわけではございません。協働のまちづくりを推進していく上で、様々な課題解決、また、地域が活性化することによりまして、結果として、行政コストが抑制されることにつながるというところで考えております。
また、先ほど企画政策室長が答弁いたしましたように、事業やイベント等における費用対効果につきましては、長期的な視点を持って判断する必要があるという答弁をさせていただきましたが、例としまして、令和６年度に実施いたしました、協働のまちづくり応援補助金事業を参考に、あくまでも試算ではございますが、直接実施した場合の概算事業費と市が交付しました補助金で実施していた額、これについてご説明させていただきます。
まず環境啓発事業といたしまして、先ほど申しました令和６年度に２０万円の補助金を交付いたしております。仮に、これは概算でございますが、市が直接実施した場合の概算事業費としまして、試算ではございますが、６３万３千円という経費がかかります。約３．２倍程度ですね。
それから、続いて認知症予防の補助金を１１万７千円交付しています。これも仮に市が実施した場合につきましては、５０万８千円と試算しており、約４．３倍程度、経費がかかっております。直接実施した場合ですね。
また、こども食堂の補助金につきましては３万４千円交付しておりますが、市が直接実施した場合は２２万円ほどかかるという試算になっていますので、約６．５倍。
また、地域で行われますマルシェにつきましては補助金を１５万円交付しておりますが、市が直接実施した場合は、概算で８２万９千円という試算になっておりますので、約５．５倍程度。
また、商店街のイベントにつきましては、２０万円の補助金を交付しております。これも仮に市が実施した場合につきましては、概算で９５万６千円と試算しており、４．８倍程度、経費がかかっているということになりますので、先ほど質問議員も言われましたように、こういう形で協働のまちづくりを推進して、自助・共助・公助のそれぞれの役割を認識した上で、協働のまちづくりが進んでいけば、最終的には、結果として地域の活性化、また、課題解決につながった中で行政コストが抑制されるという結果になることもあるというふうに考えております。
○議長（城丸秀髙）
１２番　金子加代議員。
○１２番（金子加代）
詳しい説明をありがとうございました。概算とはいえ、市が直接やった場合は３倍から６倍以上の費用がかかるということが分かりました。もともとコストを削減するためにやってはないんだけど、それをすることによってコストも下がるし、シビックプライドも高まっていくということでした。
本市は様々な市民や各種団体等が協働して、様々な行事をやってきておりますが、その検証について、今までどのようにしてきたか、お尋ねいたします。
○議長（城丸秀髙）
企画政策室長。
○企画政策室長（落合幸司）
第２次飯塚市総合計画における市民との協力・連携につきましては、基本計画の「第１章　人権・市民参画」の「３　協働のまちづくりの推進」において施策を設定しておりまして、地区公民館のコミュニティセンター（仮称）化、自治会加入率、まちづくり協議会等による交流センターの運営（指定管理の導入）の３点に関する目標達成指標を掲げ、毎年度進捗状況を確認いたしております。
また、この施策を効果的に実施するための事務事業を実施しておりまして、実施した事務事業につきましては、毎年度、事務事業評価を行って検証しているところでございます。
現時点では、協働のまちづくりの推進の検証は、市民意識調査での満足度・重要度の確認をしておるところでございます。
なお、協働のまちづくりの推進を構成する令和７年度の事務事業数は２１事業となっております。
○議長（城丸秀髙）
１２番　金子加代議員。
○１２番（金子加代）
では、協働のまちづくり推進を構成する令和７年度の事務事業数が２１ということなんですけども、この２１の事業について、分かる範囲で教えてください。
○議長（城丸秀髙）
企画政策室長。
○企画政策室長（落合幸司）
事業名で答弁させていただきます。協働のまちづくりの推進の中の基本事業として掲げられております「協働のまちづくりの推進」、この中には、筑穂ふれあい交流センター管理運営事業、まちづくり協議会活動推進事業、交流センターまつり事業、交流センター報発行事業、市民交流プラザ運営事業、コミュニティ助成事業、協働のまちづくり推進事業、筑豊地域づくりセンター事業がございます。
それから、「自治会活動の支援」につきましては２事業ありまして、行政協力員等関係の事業、自治会加入促進事業。
それから、「地域コミュニティ活動の拠点づくりの推進」につきましては１１事業ございまして、交流センター運営審議会運営事業、交流センターの貸館業務事業、それから交流センター施設管理事業、旧潤野児童館・旧蓮台寺児童館・旧楽市小学校施設管理事業、普通財産管理事業、旧教育施設管理事業、交流センター指定管理者制度導入推進事業、旧楽市小学校グラウンド整備事業、市有財産貸付事業、公共施設予約システム等整備事業、それから目尾地域振興基本計画事業、以上の２１事業でございます。
○議長（城丸秀髙）
１２番　金子加代議員。
○１２番（金子加代）
詳しく教えていただきありがとうございました。この協働のまちづくり推進を構成する事務事業については理解しました。
でも、本市には様々な事業やイベント等において、市民や活動団体が協働で実施しているものが多くあると思います。把握しているものがあれば、説明をお願いいたします。
○議長（城丸秀髙）
市民協働部長。
○市民協働部長（小川敬一）
福岡県が実施しておりますＮＰＯ、ボランティア団体、市民活動団体との協働事業の調査報告に基づきまして説明させていただきます。
本市が令和７年度に実施いたしました協働事業数は７４事業となっております。まず、事業の協働形態といたしましては、委託、補助、物的・人的支援、講演、共催、実行委員会・協議会への参画、事業計画への参画・意見募集、情報交換または情報提供、指定管理、広報協力、連絡調整などとなっております。
また、協働事業の活動分野につきましては、保健・医療・福祉の増進、社会教育の推進、まちづくりの推進、観光の振興、農山漁村・中山間地域の振興、学術・文化・芸術・スポーツの振興、環境の保全、災害救援、地域安全、人権擁護・平和推進、国際協力、男女共同参画社会の形成、こどもの健全育成、経済活動の活性化、消費者の保護など多くの分野が活動分野としてございます。
その中で協働事業の例を幾つかご紹介させていただきます。まず、補助事業といたしまして、こどもの居場所づくり支援事業、花いっぱい推進事業、男女共同参画推進事業などがございます。
次に、委託事業といたしましては、子育て支援講座、図書館まつり、食育推進事業、人材育成グループ活動支援事業などがございます。
最後に、共催・後援・その他支援といたしまして、飯塚新人音楽コンクール、飯塚山笠、飯塚市総合文化祭、防災運動会、マルシェ、フェスなどがございます。
○議長（城丸秀髙）
１２番　金子加代議員。
○１２番（金子加代）
様々な分野で、様々な形態で協働が行われていることがよく分かりました。ありがとうございます。
先ほどの答弁で、協働のまちづくりの全体の検証が現時点でなされていないというふうに私は受け取りましたけれども、今後、この協働ということの検証について、どのように進めていくのか、その検証方法について、今後の考え方について、お尋ねいたします。
○議長（城丸秀髙）
企画政策室長。
○企画政策室長（落合幸司）
協働のまちづくりに関しましては、飯塚市協働のまちづくり推進条例第１１条において「市民等、活動団体及び市は、人権尊重及び男女共同参画の視点にたち、相互にそれぞれの特徴をいかし合いながら、共通の課題を解決し、協働のまちづくりを積極的に推進するよう努めるものとする。」と規定されております。
市といたしましては、この規定に基づき、全庁的な連携の下、協働のまちづくりを推進することが重要であると認識しているところでございます。
ご質問の検証方法につきましては、社会経済情勢の変化や市民ニーズへの多様な対応を考慮しながら、事務事業評価を実施しつつ、現状の把握に努めてまいりたいと考えております。
○議長（城丸秀髙）
１２番　金子加代議員。
○１２番（金子加代）
検証方法は、事務事業評価で行うということだと思いますけれども、私はそれだけでは、この協働の複雑で多様なものは検証できないのではないかなというふうに考えます。
今回、協働について質問させていただきました。私は、「まちづくり」と言っときに、本当に広い飯塚市全体を指す場合と、まちづくり協議会のような地域を指す場合、それが混在しているような気がしてこの質問に取り組みました。
実際にこの総合計画を見たときに、協働のまちづくりの推進の中の施策は、地域にある意味限定されている。まちづくり協議会中心となっているというところが、今回、協働のまちづくり推進条例とそごがあるということに、私は気づいたんですね。だから、この総合計画と協働のまちづくり推進条例の「協働」という言葉の在り方について、まずはすり合わせていただきたい。この１点をお願いいたします。
第２次飯塚市総合計画は２０１７年に策定されています。協働のまちづくり推進条例は２０２０年に施行されております。総合計画には、行政が多様なニーズに対応するために市民等が連携を図り、適切な役割分担の下、協働のまちづくりの推進として、市内１２地区のまちづくり協議会が最も重要な役割であると言っております。まちづくり協議会は本当に大切なものです。
一方で、協働のまちづくり推進条例では、ホームページを見ますと、「協働のまちづくりとして、まちづくりを推進する上で、私たちは地縁に基づき地域を支える『地域活動団体』と、特定の目的やテーマに基づき先駆的な活動を展開する『市民活動団体』を、まちづくりの両輪として位置づけます。」とあります。私は、これからは協働のまちづくり推進条例にのっとって、協働のまちづくりの在り方を整理し、第３次飯塚市総合計画に反映するべきだと考えております。
そして２つ目です。２つ目は、「協働」という考え方を市民協働部だけではなく、より全庁的に、横断的に貫く視点を入れていただきたいということです。全国で行政の財政状況が厳しい自治体についてよく耳にするようになりました。久留米市では、社会の環境の変化による課題の多様化・複雑化、人口減少によるあらゆる分野での人手不足の顕在化により、財政の面からも行政と市民の協働の重要性は高まっているとして、総合計画の中で「スマートな行財政運営に転換する」という基本目標に多様な主体との協働を広げ深める仕組みを構築するというふうに掲げられています。ぜひ飯塚でも取り組んでいただきたい。
そして３つ目です。まず、「協働」を数値化することが大切なのではないかと思います。実際にはそれぞれの部・課で協働していることが先ほど分かりました。しかし、部・課で把握している市民活動団体の数、「協働」している数をしっかりと把握し、その推移を確認する作業を行っていただき、「協働」できている主体を把握していただきたい。そして、その掘り起こし、継続できる仕組みを構築していくことを要望いたします。
この作業は、市民協働部、そして企画政策室が連携し、進めていただきたいと考えております。
では、市長、「協働」の必要性について、トップとしてどのようにお考えなのか、お聞かせください。
○議長（城丸秀髙）
武井市長。
○市長（武井政一）
協働のまちづくりについて、質問議員から今、様々なご意見、ご提言いただきました。しっかりそういったことにも留意しながら、今後、検討してまいりたいと思いますが、私のほうからは、協働のまちづくりの―――、当然ですが、地方自治体として議会の議決を経て条例を定めております。その条例に基づいた、本市が目指す協働のまちづくりについて、少し述べさせていただければと思います。
まず、協働のまちづくりの背景としまして、人口減少、あるいは少子高齢化、そして社会問題が複雑化・多様化する中で、行政だけでなかなか全てができるということはございません。限界がございます。そのために、市民の皆さん、各種団体、ＮＰＯ、事業所等、多様な主体と市がそれぞれの専門性や地域への思いを持ち寄り、互いに知恵を出し合う「協働」は重要であり、そして、持続可能な飯塚市の発展を支える一つだと考えているところでございます。
質問議員にはご案内のことかと思いますが、飯塚市協働のまちづくり推進条例には、「協働」とは、市民等、活動団体及び市が、相互の理解と尊重の下、対等な関係となるよう役割と責任の分担を明確にし、共通の目的及び目標に向かって相互に取り組むことを規定しております。
そして、人権尊重及び男女共同参画の視点に立ち、相互にそれぞれの特徴を生かし合いながら、共通の課題を解決し、協働のまちづくりを積極的に推進するよう努め、人づくり、情報の共有をすることを規定しているところでございます。つまり「協働」とは、自分たちのまちは自分たちでつくるという誇りと当事者意識を育むものであり、行政と地域が協働の目標に向かって信頼し合える環境を整えることであると考えております。
そして、そのことによってそれぞれが持つ強みを掛け合わせ、誰もが飯塚に住んでよかったと心から思えるまちを実現することにつながると考えております。
これらのことが本市が目指す協働のまちづくりであろうかと考えております。
○議長（城丸秀髙）
１２番　金子加代議員。
○１２番（金子加代）
市長、長いお話ありがとうございました。
第３次飯塚市総合計画の策定の経過報告が今出されておりますが、まちづくりの課題と対策が明記されております。それには、市政への意見・要望等として、協働のまちづくり推進条例のさらなる周知・実践、先ほど市長が言われたことだと思います。そして、行政主導によらない協働、市民参画の可視化が挙げられております。また、市の課題と対策として、市民の意見を聴く機会の創出というふうに明記されております。第３次飯塚市総合計画に向けての現状と課題の整理をして、市民と行政の対話の機会を充実するというふうにも書かれております。ぜひ全庁的に、具体的に協働のまちづくりを促進していただきたいと思っております。市長、よろしくお願いいたします。この質問を終わります。
それではちょっとテーマを替えまして、「一般廃棄物処理基本計画について」、質問させていただきます。３月議会で一般廃棄物処理基本計画の見直しは、令和７年度の実績が出てから調査し、見直しについてスケジュールを立てるということでした。そこで、令和７年度の一般廃棄物の処理の実績について尋ね、調査の進捗状況、今後のスケジュールについてお尋ねいたします。
まずは、令和７年度の廃棄物の処理量は、令和５年度及び令和６年度の比較を通してお答えをお願いいたします。
○議長（城丸秀髙）
市民環境部長。
○市民環境部長（田中善広）
クリーンセンターでの年間処理量でお答えさせていただきます。令和７年度では約４万２４４６トンを処理しております。また、令和５年度の処理量は約４万４３６０トン、令和６年度は約４万２８１１トンを処理しており、令和５年度の処理量と比較しますと１９１４トン、令和６年度では３６５トン減少しております。
○議長（城丸秀髙）
１２番　金子加代議員。
○１２番（金子加代）
令和６年度が３６５トンと、前年度より少し、かなりというかな、減少率が減ったかなと思います。
では、１日当たりのごみの処理についてはどのようになっているのか、お答えをお願いいたします。
○議長（城丸秀髙）
市民環境部長。
○市民環境部長（田中善広）
令和７年度の処理量である約４万２４４６トンをクリーンセンターの稼働日数３４１日で割りますと約１２４トンとなります。令和５年度の処理量である約４万４３６０トンを稼働日数３３１日で割りますと約１３４トン、令和６年度では処理量約４万２８１１トンを稼働日数の３５３日で割りますと約１２１トンであり、令和５年度と比較いたしますと１０トン減少、令和６年度では３トン増加しております。
なお、この令和６年度との比較で増加した理由としましては、稼働日数の違いによるものだと考えております。
○議長（城丸秀髙）
１２番　金子加代議員。
○１２番（金子加代）
では、そのうち家庭系の可燃ごみの収集量はどのようでしょうか。令和５年度と令和６年度の比較でお願いいたします。
○議長（城丸秀髙）
市民環境部長。
○市民環境部長（田中善広）
令和７年度の収集量は約２万６８０７トン収集しております。また、令和５年度の収集量は約２万８１４１トン、令和６年度は約２万６９８９トンであり、令和５年度の収集量と比較しますと１３３４トン、令和６年度では１８２トン減少しております。
○議長（城丸秀髙）
１２番　金子加代議員。
○１２番（金子加代）
やはり、こちらも令和６年度からすると減少率が少し下がったかなというふうな感じです。
令和７年度のごみの処理量は令和６年度に比べて３６５トンの減少ということで、１日の処理量も約１２４トンで、前年とほぼ変わらないということは分かりました。この１２４トンとは、今の処理量は１８０トンだと思いますので、約３分の２ということだと思います。
では、一般廃棄物処理基本計画の５９ページにあるんですけど、そこに図表が載っています。図表４－１１というんですけどね。各種原単位の比較が載っております。その原単位項目に従って、令和７年度の実績をお願いいたします。すみません、ちょっと分かりにくいと思いますので、原単位には何があるのかというと、総排出量、家庭系ごみ、うち可燃ごみ、直接搬入ごみ、うち可燃ごみ、集団回収量となっております。よろしくお願いいたします。
○議長（城丸秀髙）
市民環境部長。
○市民環境部長（田中善広）
ただいまの図表４－１１の各項目で申し上げますと、令和７年度の実績は、総排出量は約８６９グラム、家庭系ごみ全体では約６２４グラム、家庭系ごみのうち、可燃ごみは約５９４グラム、直接搬入のごみ全体では約１８８グラム、直接搬入ごみのうち、可燃ごみは約１８５グラム、集団回収量が約２２グラムとなっております。
○議長（城丸秀髙）
１２番　金子加代議員。
○１２番（金子加代）
ちょっとこの表がなくて皆さんにお知らせできないのがとても残念なんですけれども、この総排出量は、飯塚市が、令和元年の実績でいうと９９０グラムだったんですね。それが８６９グラムとなっており、全体の家庭系ごみも７２０グラムという高い数字でしたが、６２４グラムになっています。可燃ごみも、令和元年は６４４グラムから５９４グラムと全て減少しております。
では次に、同じく一般廃棄物処理基本計画の６４ページに図表４－１７というものがあります。これは、目標値を示したものになっておりますが、その項目に従い、令和７年度の実績をお願いいたします。この目標値といいますと、家庭系ごみ、直接搬入ごみ、集団回収量、ごみ排出量、資源化率、最終処分率となっております。よろしくお願いいたします。
○議長（城丸秀髙）
市民環境部長。
○市民環境部長（田中善広）
図表４－１７の目標値の項目で申し上げますと、令和７年度の実績は、家庭系ごみは約３万２１８トン、直接搬入ごみは約８３３０トン、集団回収量は約１０１０トン、ごみ排出量は約３万９５５８トン、資源化率及び最終処分率については、各ごみ処理施設、クリーンセンター、桂苑、リサイクルセンターでの処理に伴う数値になりますので、現在のところ、本市では算出ができておりません。
○議長（城丸秀髙）
１２番　金子加代議員。
○１２番（金子加代）
この数値は、本当に私が以前から申し上げておりましたように、確実に減少されました。令和１８年度の計画目標値、ごみ排出量が４万３９２トンでした。それからすると、令和７年度は３万９５５８トンで、既に目標年度の総排出量の目標を達成しております。
また、直接搬入ごみ、集団回収量も全て、目標から下がっています。残念なのが、家庭系ごみが、令和１８年が２万９１２１トンで、令和７年度が３万２１８トンだったので、もうあと１千トンぐらいかなというところでありましたが、令和１８年度の最終目標値をほとんど達成できているという状況だということが、今回の実績値を聞いて分かりました。
それから、この目標値では、基準値から１２．４％を令和１８年度までに減らすという目標を立てておりましたが、既に１４．２％、１２．４％ではなく１４．２％が減っておるということも分かりました。
では、基準年度の令和元年度から家庭系可燃ごみの年間排出量はどのくらい削減できたのか、実数と割合でお答えください。
○議長（城丸秀髙）
市民環境部長。
○市民環境部長（田中善広）
家庭系可燃ごみで申しますと、令和元年度は約３万３５０６トン、令和７年度では約２万６８０７トンで、比較しますと６６９９トン減少しており、約２０％の減量となっております。
○議長（城丸秀髙）
１２番　金子加代議員。
○１２番（金子加代）
今までの実績をお聞きしましたところ、処理量や収集量はほぼ横ばいの状態、昨年度と比較したら横ばいの状況ですけれども、令和１８年度の排出量の目標値を達成していること、また、１日１人当たりのごみの量も、推計では増加するというふうにされていましたが、大きく減少していることも分かります。しかし、令和７年度はまだ、他自治体と比べることができておりません。他自治体とかなりの差があった、１．３倍から１．４倍、飯塚市はあったという実態がありますので、ここが私は課題だというふうに思っておりますが、今までのことを聞いて、ごみの実績をどのように評価されているのか、お尋ねいたします。
○議長（城丸秀髙）
市民環境部長。
○市民環境部長（田中善広）
質問議員が申されますように、ほぼ横ばいの状況でございます。本市としましても、さらなるごみの減量化に向けて、市民、事業者、行政の３者が協働して、ごみの発生抑制に取り組む新たな施策を検討し、周知徹底をしていくことが必要かと思っております。また、令和８年度に実施いたします本市の一般廃棄物処理基本計画の見直しに新たな施策等を反映させていきたいと考えております。
○議長（城丸秀髙）
１２番　金子加代議員。
○１２番（金子加代）
それでは、ごみの成分調査の進捗状況について、お尋ねいたします。
○議長（城丸秀髙）
市民環境部長。
○市民環境部長（田中善広）
令和８年度には、ふくおか県央環境広域施設組合が策定しております一般廃棄物処理基本計画の見直しも実施されます。その見直しの中で各施設に搬入されますごみの組成調査を行う予定としており、関係市町及びふくおか県央環境広域施設組合と日程や検査項目を含め、調整を行っております。
○議長（城丸秀髙）
１２番　金子加代議員。
○１２番（金子加代）
では、現在、成分調査をやっているということだと思いますが、この一般廃棄物処理基本計画の見直しのスケジュールと見直し項目について、お尋ねいたします。
○議長（城丸秀髙）
市民環境部長。
○市民環境部長（田中善広）
一般廃棄物処理基本計画の見直しスケジュールにつきましては、見直しに活用するごみ搬出量及び処理量の集計につきましては既に完了しておりまして、現在、７月中旬を目途に既存計画の見直し箇所の整理を行っております。それに並行してごみ減量化に向けた施策の検討を行い、７月末までに素案を作成、その後、９月中旬までに市民等からの意見聴取を行い、市民の皆様の意見をお聞きした上で、ごみ減量化目標値の再設定を行う予定でございます。
また、ごみ組成分析調査につきましても実施する予定としておりまして、９月末までに調査結果を確定させ、一般廃棄物処理基本計画の見直しに反映させる予定としております。
なお、１０月末には、ごみ処理に関する基本計画の見直しを終える予定と考えております。その後、所管委員会等で皆様に報告させていただきたいと考えております。
○議長（城丸秀髙）
１２番　金子加代議員。
○１２番（金子加代）
このスケジュール、初めて聞きましたけども、この内容でできるのかなというのが正直なところです。７月末に見直しの素案が作成され、９月中旬に市民等から意見聴取、そして、ごみ減量化の目標値の再設定、１０月末には見直しを終えるということです。その後、というふうなことは、１０月末の見直しを経てから委員会等に報告するということでしょうか。また、委員会というのは協働環境委員会のことでしょうか、お知らせください。
○議長（城丸秀髙）
市民環境部長。
○市民環境部長（田中善広）
今、スケジュールのこと、それから素案の作成、そのときに委員会等で皆様に報告させていただきたいと答弁させていただいております。その件につきましては、所管委員会であります協働環境委員会に報告させていただきたいと考えております。
○議長（城丸秀髙）
１２番　金子加代議員。
○１２番（金子加代）
もう一度お願いします。
○議長（城丸秀髙）
市民環境部長。
○市民環境部長（田中善広）
一般廃棄物処理基本計画の見直しスケジュール及び素案の作成、その時点時点、また、最終的には基本計画の見直しを終える時期等に所管委員会であります協働環境委員会で報告させていただきたいと思います。
○議長（城丸秀髙）
１２番　金子加代議員。
○１２番（金子加代）
確認ですけども、素案を協働環境委員会でまずは報告するということでよろしいですか。
○議長（城丸秀髙）
市民環境部長。
○市民環境部長（田中善広）
この一般廃棄物処理基本計画の見直し案につきまして、１０月を目途に、所管の協働環境委員会に報告する予定と考えております。
○議長（城丸秀髙）
１２番　金子加代議員。
○１２番（金子加代）
確認ですけど、素案は最後の１０月でできた時点で報告するということですか。
○議長（城丸秀髙）
市民環境部長。
○市民環境部長（田中善広）
一般廃棄物処理基本計画の案ということで出させていただこうと思っております。
○議長（城丸秀髙）
１２番　金子加代議員。
○１２番（金子加代）
その案は１０月末に出すということですか。
○議長（城丸秀髙）
市民環境部長。
○市民環境部長（田中善広）
ただいま答弁させていただいておりますスケジュールにつきましては、あくまでも案と、時期的なものも案ということでございますけども、１０月末を目途に見直しを終える予定としておりますので、その後、所管委員会に報告させていただきたいと思っております。
○議長（城丸秀髙）
１２番　金子加代議員。
○１２番（金子加代）
では、協働環境委員会等で、この一般廃棄物処理基本計画についての報告等はずっとしないで、最後の案のところで報告するということなんですね。もう一回確認させてください。
○議長（城丸秀髙）
市民環境部長。
○市民環境部長（田中善広）
繰り返しの答弁となりますけども、一般廃棄物処理基本計画の見直しを終え、その１０月末を目途にしておりますので、その後に報告させていただくということを考えております。
○議長（城丸秀髙）
１２番　金子加代議員。
○１２番（金子加代）
今回の一般質問を見ても、私を含めて４人の議員が一般廃棄物処理基本計画について質問しています。つまり、これについて大変興味があって、何とか意見を言いたいという方もいらっしゃると思うんですね。だからこそ、この委員会でしっかりと協議していただけたらなという私の要望です。よろしくお願いいたします。
では、この市民等からの意見の聴取と先ほどおっしゃいましたけども、どのような手法、スケジュール、内容でやるのかをお答えください。
○議長（城丸秀髙）
市民環境部長。
○市民環境部長（田中善広）
現在のところ、アンケート等も含めまして、意見の聴取などの手段については検討段階ではございますけども、８月上旬から９月中旬に市民意見の聴取を行う予定としております。
○議長（城丸秀髙）
１２番　金子加代議員。
○１２番（金子加代）
８月上旬から９月中旬に市民の意見聴取ということだけが決まっていて、その方法はまだ決まっていないということでよろしいですか。
○議長（城丸秀髙）
市民環境部長。
○市民環境部長（田中善広）
スケジュール感につきましてはその時期で行うことを考えておりまして、今、意見の聴取等につきましては検討段階でございます。
○議長（城丸秀髙）
１２番　金子加代議員。
○１２番（金子加代）
では、その意見聴取のスケジュールをどのように市民にお伝えする予定ですか。今、６月中旬ですよね。８月上旬にはやり始めるということで、この間にどのように知らせるのか、お伝えください。
○議長（城丸秀髙）
市民環境部長。
○市民環境部長（田中善広）
アンケート等の周知方法ということでございますけども、本市ホームページ、また、ＳＮＳ等で周知を行っていきたいと思います。今のところまだ検討段階でございますけども、そのような手法を取りたいと考えております。
○議長（城丸秀髙）
１２番　金子加代議員。
○１２番（金子加代）
市民の方からすると、一般廃棄物処理基本計画ということについては、今まで何の知らせもなかったと思います。そしたら急に、今度やりますからと、見直しですと言われても、一体何のことか分からない。ホームページを見る人がどのくらいいるのか、ＳＮＳを見て答えようとする人がどのくらいいるのか、本当に私は難しい問題ではないかなというふうに思います。しっかりここは検討していただきたいというふうに思います。
また、市民の意見からごみ減量化の目標値の再設定を行うということですけども、例えば、どのような意見で目標値を再設定するようなことを考えられているのか、その想定はありますか。
○議長（城丸秀髙）
暫時休憩いたします。
午後　１時５６分　休憩
午後　２時０９分　再開
○議長（城丸秀髙）
本会議を再開いたします。市民環境部長。
○市民環境部長（田中善広）
大変失礼しました。ただいまの一般廃棄物処理基本計画の見直しにつきましては、廃棄物処理をめぐる今後の社会経済情勢等を踏まえた上で見直しをすることとしております。先ほど、アンケートと市民意見募集と、ちょっと分かりにくい説明をしてしまいましたけども、現在の計画に対するアンケートを行うこと。それと、案ができた後の意見募集を行うということを考えております。
○議長（城丸秀髙）
１２番　金子加代議員。
○１２番（金子加代）
では、２回あるということでよろしいですか。そして、その内容はどちらもホームページとＳＮＳで発信するということでよろしいんでしょうか。また、その発信の仕方というか、いつから発信するのかというのを、分かっていたらお伝えください。
○議長（城丸秀髙）
市民環境部長。
○市民環境部長（田中善広）
先ほどの答弁とちょっと重なるところもあるかと思いますけども、時期的には８月上旬から９月中旬で、市民意見募集というような形を考えております。その内容等につきましては、現在、検討中でございます。
○議長（城丸秀髙）
１２番　金子加代議員。
○１２番（金子加代）
何だかはっきりよくスケジュールが見えないんです。何かもう少ししっかりと、いつ、何を、どのようにする、というような、もう少しはっきりしたものがあればいいなと思っているんですけども、何かもう少しまとめて、一度、何月に何をするというふうにはっきり教えていただけませんか、今までの流れを全部。何月に何をする、何をどのようにするとか、分かる範囲をきちんとまとめて伝えてください。
○議長（城丸秀髙）
市民環境部長。
○市民環境部長（田中善広）
先ほどスケジュールにつきまして答弁したことと重なりますけども、今回の見直しスケジュールにつきましては、見直しに活用するごみ搬出量及び処理量の集計については既に完了しております。現在、７月中旬を目途に既存計画の見直し箇所の整理を行っております。それに並行して、ごみ減量化に向けた施策の検討を行い、７月末までに素案を作成、その後、９月中旬までに市民等からの意見聴取を行い、市民の皆様の意見を反映させたごみ減量化目標値の再設定を行う予定としております。
○議長（城丸秀髙）
１２番　金子加代議員。
○１２番（金子加代）
今の説明でも、結局、先ほどの素案に対しての質問ということではなかったですよね。素案に対しても、また意見募集を行うということですよね。そしてさらに、９月中旬までにアンケートを行うということですよね。何かその辺がまだはっきりと答えられていなかったかなと思うんですけど、すみません、もう時間がないので、しっかりその辺、もう少し分かりやすくできるように。また、分かったらホームページやＳＮＳでしっかりとお知らせをお願いいたします。
それから、現在の一般廃棄物処理基本計画は国の第四次循環型社会形成推進基本計画に基づいておりますが、２０２４年に第五次循環型社会形成推進基本計画が示されております。どういった点を施策に反映するのか、お考えをお示しください。
○議長（城丸秀髙）
市民環境部長。
○市民環境部長（田中善広）
国が示されます第五次循環型社会形成推進基本計画では、循環経済への移行を前面に打ち出し、気候変動や生物多様性保全といった環境面に加え、産業競争力強化、経済安全保障、地方創生、質の高い暮らしの実現に貢献することを目的に、将来世代の未来につなげる戦略として策定されております。
本市の一般廃棄物処理基本計画における施策につきましては、この計画に基づき、市民にとって利便性の高い分散型の資源回収や分別収集、新たなごみ減量化に対する方策を検討し、市民の意見を取り入れながら施策に反映させてまいりたいと考えております。
○議長（城丸秀髙）
１２番　金子加代議員。
○１２番（金子加代）
一般廃棄物処理基本計画の第４章のところで、「本市では循環型社会の構築に向けて、住民・事業者・行政の三者が協働して、ごみの発生抑制に取り組むことを掲げ、実行します。」とありますが、住民との協働についてはどのように進めていかれるのか、お尋ねいたします。
○議長（城丸秀髙）
市民環境部長。
○市民環境部長（田中善広）
本市の一般廃棄物処理基本計画において、協働の具体的な内容としましては、８つの具体的施策がございます。「ごみの分別区分・品目の周知徹底」では、ごみの分別方法について記載した冊子「家庭ごみの分け方・出し方」を施設の再編に伴い令和５年度に全戸配付。以降は転入された世帯に転入手続時に配付するとともに、市公式ホームページにも掲載し周知を行っております。
「環境教育の充実」では、エコスタ飯塚の開催や環境に関する出前講座の実施、「ごみ処理施設の見学・ごみ処理体験」では、飯塚市立の小学校４年生を対象に、清掃工場及びリサイクルプラザの工場見学を受け入れており、令和７年度は１４校が見学に来られ、令和８年度は、令和８年５月末時点で１５校が見学に来られる予定となっております。
次に、「環境美化活動の推進」といたしましては、住民団体または事業者が実施する清掃活動ボランティアで収集されたごみの回収を行っており、基本理念に掲げる住民等との協働に取り組んでいるところでございます。
○議長（城丸秀髙）
１２番　金子加代議員。
○１２番（金子加代）
協働についての考え方は分かりました。
では、この意見募集については、先ほど言われましたけど、すみません、前後しますが、この計画策定前に実行するのか、そしてその内容は、もう一度確認します、どんな内容を意見募集する方向で検討するのか、お伝えください。
○議長（城丸秀髙）
市民環境部長。
○市民環境部長（田中善広）
こちらのほうにつきましては、収集方法や分別方法等につきましての意見募集を行う方向で検討しております。
○議長（城丸秀髙）
１２番　金子加代議員。
○１２番（金子加代）
では最後に確認します。この一般廃棄物処理基本計画は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づく市の重要な環境に関わる行政計画であると考えます。策定する前やその後に市民の意見を聞いたことがあるのか、確認させてください。
○議長（城丸秀髙）
市民環境部長。
○市民環境部長（田中善広）
現計画時には市民意見等は聞いていないものと考えております。
○議長（城丸秀髙）
１２番　金子加代議員。
○１２番（金子加代）
大変重要なことだと思います。市には様々な計画があり審議会で審議されていることもあります。今回の見直しは先ほど第五次循環型社会形成推進基本計画やプラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律もあり、大変重要です。飯塚市環境基本条例には、第１８条において、環境審議会の設置がうたわれており、環境保全及び創造に関する基本的事項を調査審議することとなっております。今回の見直しも審議会の委員の方に審議していただくこともできるのではないかというふうに思いますが、どのようにお考えでしょうか。
○議長（城丸秀髙）
市民環境部長。
○市民環境部長（田中善広）
その点につきましては、検討させていただきたいと思います。
○議長（城丸秀髙）
１２番　金子加代議員。
○１２番（金子加代）
協働の中にも審議会の活用ということを先ほど言われていましたので、ぜひ検討をお願いいたします。
今こそごみ行政について市民と意見交換ができる絶好のチャンスだと私は考えます。計画の素案作成後に市民の意見を聴くのではなく、市民の意見をしっかりと聴き、計画に反映させていただくことを要望し、この質問を終わります。
それでは最後に、「介護に関わる人材確保の取組について」、質問させていただきます。
まずは、本市の介護の状況の質問に入る前に、本市の高齢者の人口動態をお尋ねいたします。
○議長（城丸秀髙）
福祉部長。
○福祉部長（東　剛史）
本市の状況につきまして、高齢化率が令和７年度末現在で３２．４％、介護保険の認定率が同じく２１．２％となっております。６年前の令和元年度末現在におきましては、高齢化率が３１．６％、認定率が２１．６％でございました。６５歳以上の高齢者人口全体につきましては、ここ１０年間で、令和２年度末現在の４万４７９人をピークに、令和７年度末現在で３万９８７７人と減少傾向となっておりますが、反対に、高齢化率は年々増加傾向であり、高齢化が進んでいることが認識できます。
一方、第９期高齢者福祉計画及び介護保険事業計画におきまして、２０４０年問題に当たります令和２２年度の高齢化率は３４％、認定率は２６．６％と推計しておりまして、本市におきましても、人材確保に向けた施策を積極的に進めなければ、介護保険制度の存続自体が困難になるであろうと懸念されるところでございます。
○議長（城丸秀髙）
１２番　金子加代議員。
○１２番（金子加代）
令和７年度末現在で、本市の高齢化率は３２．４％で、今後も高齢化率は高い状態が続くということが分かりました。
現在の介護人材確保に関しての国の動きについて、お尋ねいたします。
○議長（城丸秀髙）
福祉部長。
○福祉部長（東　剛史）
厚生労働省におきまして、介護人材確保に向けた取組として、介護職員の処遇改善を含め、数々の事業を展開しております。介護人材を量と質の両面から確保するため、「参入促進」、「資質の向上」、「労働環境・処遇の改善」の３つの柱を中心に、多角的に進めることといたしております。
１つ目は、処遇改善でございまして、介護職員の賃金を他の産業水準に近づけるための支援で、介護報酬を通して、賃金引上げを目指しているところでございます。
２つ目につきましては、参入促進で、労働人口の減少を見据え、従来とは異なる層からの人材獲得を進めております。外国人材の受入れの促進、再就職の支援、短時間勤務や柔軟なシフト導入による多様な働き方の推進等の施策でございます。
３つ目につきましては、離職防止と職場環境改善で、人材を定着させるため、働きやすい環境づくりを支援しております。ＩＣＴ・介護ロボットの導入支援、資格取得や研修制度の充実等がございます。これらを実施していくことによりまして、高齢化に伴う介護人材不足の解消を目指しているものでございます。
○議長（城丸秀髙）
１２番　金子加代議員。
○１２番（金子加代）
国の動きが分かりました。
では、本市の介護の人材についての現状と課題をお尋ねいたします。
○議長（城丸秀髙）
福祉部長。
○福祉部長（東　剛史）
本市の介護人材不足の現状と課題につきましては、市内に介護事業所が県指定、市指定を含めまして、令和８年６月現在で３６６事業所ございますが、人材不足によります事業所の廃止が近年では多くなっている現状がございます。
令和５年度の廃止事業所１１事業所のうち７事業所が、令和６年度の廃止事業所１２事業所のうち５事業所が、令和７年度に廃止事業所４事業所のうち３事業所が介護人材不足による廃止となっております。
このようなことからも分かるように、介護保険事業を持続していく上で、介護人材の確保は全国的にも本市的にも大きな課題の一つであるというふうに考えております。
○議長（城丸秀髙）
１２番　金子加代議員。
○１２番（金子加代）
よくニュースや新聞等で介護事業所が廃止になるということを聞いておりましたが、実際に飯塚市で起こっているということが分かって、ある意味ちょっとショックでした。実際に本市において、このような事業所が廃止されておりますが、このような介護の現状がある中で、問題解決、課題解決のための対策について、お尋ねいたします。
○議長（城丸秀髙）
福祉部長。
○福祉部長（東　剛史）
介護人材確保の対策につきまして、本市におきましては、訪問型サービス従事者養成事業「サービスＡ研修」を行っておりまして、引き続き、今後も実施してまいります。これは、介護予防・日常生活支援総合事業の訪問型サービス（緩和型）のサービスの従事者向けの研修でございまして、県の事業を活用いたしまして、隔年実施をしております。食事や入浴などの身体介護は行いませんけれども、買物や調理、お風呂の掃除や掃除機かけなど、生活援助を担う人材を確保するものでございます。
令和６年度に実施いたしましたサービスＡ研修におきまして、受講者数は７名で、そのうち２名の方がヘルパー事業所に就職いたしております。
しかしながら、介護人材不足の現状を見ますと、本施策だけでは十分とは言えず、今後は施策の充実・拡大が必要であると考えております。
介護職員確保事業を検討するに当たりましては、日本人の労働力だけでは不足することが予想されておりまして、外国人材の確保が求められております。本市の介護事業所でも積極的な活用をしていただくために、本市におきまして、どのような施策が必要であるのか、介護保険に関する各種団体等を含めた民間団体、国、県、庁内の関係各課と連携を行いながら、調査検討を行いまして、事業実施に向けて努力してまいります。
また、介護職員人材確保の取組につきましては、次期の高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画の中におきましても、重要施策の一つとして位置づけができるよう、高齢社会対策推進協議会におきまして協議を行ってまいりたいというふうに考えております。
○議長（城丸秀髙）
１２番　金子加代議員。
○１２番（金子加代）
なかなか厳しい現実があるなということがよく分かりました。介護保険制度の訪問介護基本報酬は２０２４年に二、三％程度引き下げられてしまいました。それにより、訪問介護事業所が大きなダメージを受け、訪問介護事業所が全くないという自治体も出ているという話を聞いております。
厚生労働省の公表によりますと、介護報酬の臨時改定で１人１万４千円程度の平均処遇改善ができているとはいえ、全産業の平均よりも月８万円程度低い水準はそのままであるというようなことが報告として上がっています。また、国の介護労働実態調査によりますと、介護従事者の平均年齢は５０．１歳というふうにあります。これらの事実を鑑みますと、介護人材の確保は喫緊の問題であるというふうに考えます。
他自治体では、国や県の介護人材確保事業を活用したり、独自で施策を展開しているところもあります。例えば、介護人材採用活動経費助成金、初任者研修受講料助成、健康診断費助成、家賃補助、また、先ほど例を挙げられました外国人の人材確保などです。人材の確保、育成、定着、ＤＸを一体化し、施策を展開している自治体もあります。
本市としましても、市内の事業所と協力・連携し、安心して住み続けられるまちの実現に向け、具体的に事業をしっかりと、次期の高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画に盛り込むことを要望に代え、一般質問を終了いたします。長い間ありがとうございました。
○議長（城丸秀髙）
　２８番　道祖　満議員に発言を許します。２８番　道祖　満議員。
○２８番（道祖　満）
　今回の一般質問は、まず第一に、「飯塚市一般廃棄物処理基本計画に関連して」、ごみの処理について質問していきたいと思います。飯塚市一般廃棄物処理基本計画は、令和元年度、２０１９年度を基準年度として、令和４年度、２０２２年度を初年度とし、令和８年度、２０２６年度と令和１３年度、２０３１年度を中間年度として、５か年ごとに見直しを行い、令和１８年度、２０３６年度を計画目標としております。今年度が中間目標で見直しの年度となりますが、何をどのように見直すことになるのか、お尋ねいたします。
○議長（城丸秀髙）
　市民環境部長。
○市民環境部長（田中善広）
　本市の一般廃棄物処理基本計画は、社会情勢の変化を踏まえ、１５年間の長期的な本市の住民・事業者の具体的な取組目標や行政の施策、今後の施設管理の方向性などを示すことを目的として策定しております。
　策定から５年目を迎えた本年度に、その内容の一部を見直すものでございますが、社会環境の大きな値となります人口や世帯数、近年の一般廃棄物の排出量や処理量などの将来推計値の見直し、また、本計画の取組や行政の施策など、ごみ減量化・資源化に向けての目標や取組を見直すこととしております。
○議長（城丸秀髙）
　２８番　道祖　満議員。
○２８番（道祖　満）
　では、令和４年度から令和８年度の５年間で、収集体制等に変化があっていると思われますけれど、今後の収集体制等の在り方についての考え方があれば、お示しください。
○議長（城丸秀髙）
　市民環境部長。
○市民環境部長（田中善広）
　本市の収集体制につきましては、令和５年４月に可燃ごみの処理をクリーンセンターで行っております。この体制につきましては、新ごみ処理場が稼働するまで行うところでございますが、現在、新ごみ処理場の建設については見直しが行われており、次回の見直し年度や最終年度への現在のところの反映はできないものでございます。
○議長（城丸秀髙）
　２８番　道祖　満議員。
○２８番（道祖　満）
　本市の収集体制については、一部の地域を除いて、可燃ごみの処理はクリーンセンターで行っておるわけですが、一部の地域の除いた所はどこですか。そして、それはなぜですか。答えられますか。
　これはちゃんと、筑穂と穂波の一部のものを桂苑に直接搬入しているんです。これはなぜなのかというのが、ちょっと私は疑問があってですね。なぜならば、廃棄物の処理及び清掃に関する法律では、当該地区は当該自治体で処理するべきだというふうになっているんです。それが１点。それと、桂苑については、飯塚市のクリーンセンターよりも稼働開始が早く、現実的には年間の稼働日数も少なく運営せざるを得ないというような状況があるんです。であるならば、桂苑に持って行くよりは、きちんと市内のごみは市内で処理するという、法律の趣旨に基づいて取り組むべきだというふうに私は思うんですけれど、その点は一考すべきだと思います。これは要望というか、提言です。どう思うか。私の言った法律の内容は分かりますね。
○議長（城丸秀髙）
　市民環境部長。
○市民環境部長（田中善広）
　ただいま質問議員がおっしゃるとおりだと思っておりますので、考えていきたいと思っております。
○議長（城丸秀髙）
　２８番　道祖　満議員。
○２８番（道祖　満）
　この基本計画に際して、今後の収集体制の在り方についての考え方をお示しくださいということを質問したんですけど、現在、新ごみ処理場の建設については見直しが行われていると、次回の見直し年度や最終目標年度への反映はできないものというふうなご答弁があったと思いますけど、令和４年３月作成の広域の一般廃棄物処理基本計画に基づいて、新しい清掃工場の建設に向かって動き始めたんです。そのときの計画は、２０３０年に新清掃工場が稼働するという話だったんです。ということは、この一般廃棄物処理基本計画を作成し、８年後なんです。分かりますか。現実的には、２０３０年の稼働は恐らくいろいろな諸般の問題があって、稼働できないだろうというふうに言われております。そして、今回、令和８年度に一般廃棄物処理基本計画をつくると。これは令和９年度３月に作成ということになります。これは、今年度、令和９年３月中に２市１町の取りまとめをして広域の計画ができる。それから８年後に稼働するという前提でするならば、新しい清掃工場は２０３０年稼働の予定が２０３５年度になる可能性があるんではないかと。今までの手続のやり方と同じようにスライドすればですね。
そういうことを考えますと、この計画、今、飯塚市がつくろうとしている計画は最終目標年度が２０３６年度です。ですから、現行の体制で計画をつくっておく必要があるんではないかと私は思います。その点を指摘しておきます。答弁は要りません。よくよく考えてください、自分たちの取り組んでいる仕事の内容を。
　それで、この計画では人口推計値が示されておりますけれど、人口の推計値は各年どの時点のどの数値なのか、また、基準年度から令和７年度までの実績の数値はどのようになっておるのか、お尋ねします。
○議長（城丸秀髙）
　市民環境部長。
○市民環境部長（田中善広）
　令和４年３月に策定した本計画の人口推計値で、平成２８年から令和２年までにつきまして、環境省が公表しております一般廃棄物処理実態調査を用いております。各年度１０月１日現在の実績値でございます。その内容につきましては、住民基本台帳人口に外国人登録人口を加えた数値を使用しております。また、基準年度から令和７年度までの人口実績値につきましては、基準年度、令和元年度は１２万７５５７人、令和２年度は１２万７６０５人、令和３年度は１２万６７４６人、令和４年度は１２万５９１２人、令和５年度は１２万５０９５人、令和６年度は１２万４２０５人、令和７年度は１２万３５４１人となっております。
○議長（城丸秀髙）
　２８番　道祖　満議員。
○２８番（道祖　満）
　今年度見直しを行う際には、計画目標年度の令和１８年度、２０３６年度の人口推計値はどのように予測されますか。
○議長（城丸秀髙）
　市民環境部長。
○市民環境部長（田中善広）
　現計画において使用しました第２次飯塚市まち・ひと・しごと創生総合戦略の人口ビジョンによります、令和１８年度の本市の人口推計値は１１万５３０人との推計がなされておりましたけれども、令和７年２月に策定されております第３次飯塚市まち・ひと・しごと創生総合戦略の人口ビジョンでは１１万７１５５人と推計がなされており、現計画策定当時の将来人口の見込みと比べ、本市の人口減少は少々緩やかに進むものと予測されております。
○議長（城丸秀髙）
　２８番　道祖　満議員。
○２８番（道祖　満）
　そのとおりですね。１１万７１５５人となっておりましたけれど、今、第３次飯塚市総合計画をつくろうとしておりますけど、この中で、最終目標人口である２０３６年度の目標人口は１１万８千人となっていますので、その数字はそろえられたほうがよろしいと思います。
　続きまして、この計画ではごみ排出量の推計方法が示されておりますけれど、可燃ごみについてはどのように定義されていますか。また、目標年度の推計はどのようになっているのかをお示しください。
　ここに一般廃棄物処理基本計画で令和４年度３月作成のものがありますけど、これの５３ページに記載されておると思いますけど、念のため。
○議長（城丸秀髙）
　市民環境部長。
○市民環境部長（田中善広）
　本計画の可燃ごみの定義につきましては、家庭系可燃ごみに直接搬入された可燃ごみと事業系の可燃ごみを加えた量となっております。また、本計画のごみ搬出量の将来推計では、家庭系ごみの年間排出量は将来人口の減少により減少傾向となっておりますが、１人１日当たりのごみ搬出量は令和１８年度にかけて増加傾向になると予想されますとなっております。
○議長（城丸秀髙）
　２８番　道祖　満議員。
○２８番（道祖　満）
　計画策定後、今回の見直しまでの基本施策の取組とその結果についてはどうなっておるか、お尋ねいたします。
○議長（城丸秀髙）
　市民環境部長。
○市民環境部長（田中善広）
　令和４年３月策定の現計画におけるごみ減量化及び資源化に向けた基本方針への各施策としましては、「基本方針１　住民・事業者・行政が協働・連携した３Ｒの推進」の関連では８施策、「基本方針２　再生利用・再資源化の推進」の関連では７施策、「基本方針３　ごみの適正な収集・運搬・処理・処分」の関連では５施策、合計２０施策を想定しており、その取組の結果としましては、「ごみ減量化の普及啓発」、「ごみの分別区分・品目の周知徹底」、「環境教育の充実」、「ごみ処理施設の見学・ごみ処理体験」、「環境美化活動の推進」、「廃食用油のリサイクルの推進」、「ペットボトルキャップリサイクルの推進」、「効率的な収集・運搬体制の構築」、「高齢者対応の収集サービス」の９施策に着手している状況でございます。
○議長（城丸秀髙）
　２８番　道祖　満議員。
○２８番（道祖　満）
　もうこの計画に書かれていることを実施されているから、ごみの減量は進んでいるんだろうと思います。ですけれど、積極的にこの計画どおりにやっていくことが、やはりごみの減量により一層効果的ではないかというふうに思います。
　ところで、現在の計画では、ごみの排出量の将来見込みが示されていますけれど、本年度の中間目標年度のごみ排出量から考えた場合の市のごみ焼却量はどうなりますか。参考までに、令和５年度、令和６年度、令和７年度の各３年間のごみ排出量・ごみ焼却量の状況はどうなっておるのか、お尋ねいたします。
○議長（城丸秀髙）
　市民環境部長。
○市民環境部長（田中善広）
　本市が策定しています令和８年度一般廃棄物処理実施計画の本年度ごみ排出量は３万４２７６トンとなっておりまして、焼却量につきましては、近年、排出量の１２４％程度になっておりますので、４万２５０２トン程度になるのではないかと見込んでおります。
　また、過去３年間の可燃ごみの排出量とごみ焼却量につきましては、令和５年度の排出量は３万５４９３トン、焼却量は４万４３６０トン、令和６年度の排出量は３万４５１１トン、焼却量は４万２８１１トン、令和７年度の排出量は３万４３３５トン、焼却量は４万２４４６トンとなっております。
　なお、先ほど答弁いたしましたとおり、可燃ごみ排出量には家庭系可燃ごみと事業系可燃ごみの排出量を合計した数値となっております。
○議長（城丸秀髙）
　２８番　道祖　満議員。
○２８番（道祖　満）
　今の答弁では、排出量より焼却した量は多くなっているとのことですけれど、排出量と焼却量の差があるのはなぜなのか、お尋ねします。
○議長（城丸秀髙）
　市民環境部長。
○市民環境部長（田中善広）
　現在、焼却しておりますのは、搬入された可燃ごみに加えて、粗大ごみを破砕した残渣や、し尿処理等からのし渣、汚泥等の処理、有害鳥獣の駆除後の処理、焼却後に発生する焼却灰の再投入を行っていることから出る差でございます。
○議長（城丸秀髙）
　２８番　道祖　満議員。
○２８番（道祖　満）
　法律では、それを含んで一般廃棄物処理計画はつくらなくてはいけないというふうになっておるわけですよね。
　では、この基本計画の６４ページには目標値のまとめが示されておりますけれども、令和１３年度、２０３１年度の中間目標年度と令和１８年度、２０３６年度の計画目標年度のごみ排出量とごみ焼却量はどうなるか予想しておりますか。
○議長（城丸秀髙）
　市民環境部長。
○市民環境部長（田中善広）
　本計画の令和１３年度のごみ排出量見込みは、令和８年度推計値より３.７％減、令和１８年度では、その目標値の５.２％減になっておりまして、その増減率を用いてごみ排出量を算出し、焼却量は排出量の１２４％で単純計算いたしますと、令和１３年度の排出量は３万３００７トン、焼却量は４万９２９トン、令和１８年度の排出量は３万１２９０トン、焼却量は３万８８００トンとなります。
○議長（城丸秀髙）
　２８番　道祖　満議員。
○２８番（道祖　満）
　今クリーンセンターは、９０トン炉が２炉あって、２炉体制で令和５年度から稼働しておるわけです。現在の数字から将来の数字をお尋ねしましたけど、将来、令和１３年度の時点で４万なにがしと言われましたけど、これは１日当たりどれぐらいになるんですか。単純計算でいいですよ。
　恐らく１１０トン前後になるはずですよ、単純計算で。３５０日で割ったらね。あなた方は先ほどの金子議員の質疑の中で、稼働日数が３５０日とか言っていましたよね。３５０日で割ればそれぐらいになる。単純に言えば、そうでしょう。その確認は後でいいです。ただ、単純計算でも１１０トンぐらいなるから、２炉動かさなきゃいけないということなんです。
　ここで再度、質問です。何で３５０日稼働なんですか。年間３６５日で、３５０前後の数字を言われましたけど、何で３５０日前後の稼働日数になるんですか。
　あなた方、よく考えておかなくちゃいけないのは、新しい清掃工場の会議の中で、国は年間２８０日稼働を基準として、当初、考えておったんです。しかし、新しい法律になり、国の指針が変わりまして、年間２９０日稼働が基準なんです。何でそれを３５０日も稼働させているかということなんです。それはまだ炉がいいから、物が止まるとか故障とかそういうのがないからなのかなというふうに私は思います。ですけれど、基準的には、たしか２９０日なんです。それから考えますと、１１０トン以上になる可能性がありますので、その辺も計画を組むときはちゃんと考えて取り組んでいただきたいなと思います。
　続いて、次に行きます。令和５年３月市議会では、使用済み紙おむつの再生利用について一般質問を行いましたけど、その際の質疑においての答弁では、今後、施設組合と構成市町と十分協議・連携をして提言を行っていきたいとありましたが、どのような状況にありますか。参考までに、この基本計画では１８ページにおむつリサイクルの記載があり、また、３月及び５月の日経新聞には紙おむつのリサイクル商品の記事が掲載されておりました。こういうような状況の中で、どのような取組を行っておるのか、お尋ねいたします。
○議長（城丸秀髙）
　市民環境部長。
○市民環境部長（田中善広）
　使用済み紙おむつの再利用につきましては、令和５年の市議会での一般質問において、燃焼ごみの減少や、水分量が減少し、補助燃料やエネルギーの削減、循環型社会への貢献になるということでございまして、２市１町及びふくおか県央環境広域施設組合と協議・検討を行っております。
　今回の計画の見直しに際しまして、本市での排出量や処分方法など、現在、情報収集を行っているところでございます。
　また、新聞報道で紙おむつメーカーがリサイクルを行っていることは承知しております。これも併せまして詳細な情報収集を行うこととしております。
○議長（城丸秀髙）
　２８番　道祖　満議員。
○２８番（道祖　満）
　何で紙おむつにこだわるかというと、あれは水分が多いんですよ。だから、あれを減らすと、大分燃焼効率はいいんじゃないかと思うんですよね。
　あなた方は先ほどの金子議員とのやり取りでいろいろ言われておりましたけど、令和４年３月の一般廃棄物処理基本計画の６０ページには、令和元年度のごみの三成分についての実績は、記載されているんです。これは広域の資料です。これによると、水分は、クリーンセンターでは２３.１％、桂苑では１４.６％、ごみ燃料化センターでは８.４％、飯塚市の加重平均値は４６.１％というふうになっているんです。
　だから、私は、水分を減らすことがごみの減量化にはつながっていくというふうに考えるわけです。だから、どういうふうになっておるのかということをお尋ねしておるんです。また、これは取り組むべきではないかと。今後、新しい清掃工場を造るうえにおいても、一考するに値するんではないかなと。これは費用対効果もありますので一概には言えませんけど、そういうふうに思うわけであります。
　現在、２市１町１組合で新清掃工場建設に取り組んでおるわけですけれど、これまで言ったように、２０３０年度の稼働は目指しておりましたけど、はっきりしません。先ほど言ったように、ひょっとしたら２０３５年まで伸びるんではないかというふうに思うわけです。再三、言っておりますけど、２０３０年度には、二酸化炭素削減目標が２０１３年度と比較して４６％削減することが国として目標を示しております。これは現状の清掃工場については適合しないというふうな話も聞いておりますけれど、市としては積極的に現在の清掃工場から排出されている二酸化炭素の削減に取り組むべきだと思いますけれど、いかがお考えなのか。何を言いたいかというと、あれは補助燃料として石炭コークスを使っておりますので、以前からバイオコークスの話をしてきております。バイオコークスに置き換えることをやはり考えて取り組んでいくべきだというふうに思っております。これは、現在、動かしている会社もいろいろと工夫はされていると思いますけど、もう２０３０年度が近いんだと、この清掃工場をひょっとしたら２０３５年まで動かさなくちゃいけないかも分からないから、積極的に運営に携わっている会社に二酸化炭素削減に取り組むように要望していくべきではないかというふうに思うんですけれど、いかがお考えでしょうか。
○議長（城丸秀髙）
　市民環境部長。
○市民環境部長（田中善広）
　ただいま質問議員がおっしゃいますとおり、国はＣＯ２削減として２０１３年度比４６％の削減を目標としております。本市におきましても取り組む必要があると考えております。
　現在、本市のクリーンセンターにおいて、ごみ処理を行っていますことから、燃料効率化を図るなどＣＯ２削減に向けてふくおか県央環境広域施設組合と連携し、取り組んでまいりたいと考えております。
○議長（城丸秀髙）
　２８番　道祖　満議員。
○２８番（道祖　満）
　飯塚市一般廃棄物処理基本計画は、基本的には目標達成に向けた取組について、基本理念から書かれて基本方針に示されております。これについては、こうあるべきだと思っております。ただ、積極的にこれを市民の皆様に協力してもらわないと、ごみの減量化にはつながっていかないと。先ほど言いましたように、水分を切ることによって燃焼効率上がっていくと。そういうこともありますので、せめて水切りをしてほしい、徹底的にしてほしいみたいなことでＰＲをやられたらいかがかなと思っております。そういうことを言わせていただきまして、しっかりした基本計画をつくっていただきたいということを要望して、この質問を終わります。
○議長（城丸秀髙）
　暫時休憩いたします。
午後　３時０１分　休憩
午後　３時１０分　再開
○議長（城丸秀髙）
　本会議を再開いたします。２８番　道祖　満議員。
○２８番（道祖　満）
　「高齢者福祉に関連して」、お尋ねしてまいります。まず、飯塚市の世帯数に占める高齢者世帯数についてお尋ねします。また、高齢者世帯の自治会への加入世帯数と未加入世帯数についてはどうなっておるか。それと、自治会加入高齢者世帯への福祉活動の状況についてお尋ねします。それとまた、自治会未加入高齢者世帯への福祉活動の状況についてお尋ねいたします。
○議長（城丸秀髙）
　福祉部長。
○福祉部長（東　剛史）
　それではまず、飯塚市の世帯数に占める高齢者世帯数について答弁させていただきます。本市の全世帯数に占める高齢者世帯数につきましては、令和８年４月１日現在で、全世帯６万４５７８世帯のうち、高齢者を含む世帯は２万９５９６世帯で、全体の４５.８％を占めております。高齢者を含む世帯の内訳といたしましては、高齢者単身世帯が１万５５３７世帯、高齢者夫婦世帯が８２５２世帯、その他高齢者を含みます世帯が５８０７世帯となっております。
　続きまして、高齢者世帯の自治会への加入世帯数と未加入世帯数についてでございますが、自治会加入世帯数につきましては、毎年１月、５月、９月の世帯数のみを自治会長から報告を受けておりまして、世帯類型ごとの報告とはなっておりませんので、高齢者世帯の自治会への加入世帯数と未加入世帯数については把握いたしておりません。
　それから、自治会加入高齢者世帯への福祉活動の状況についてでございますが、市が実施しております福祉サービスや介護予防教室につきましては、自治会の加入・未加入による差はございません。また、自治会長や隣組長の取組といたしましては、広報紙の配付や回覧を通して、高齢者世帯の見守り、安否確認を行っております。また、高齢者の社会参加を目的といたしました、いきいきサロンが開催されております。
　最後に、自治会未加入世帯への福祉活動の状況についてでございますけれども、市内２０地区に民生委員、福祉委員、自治会長、地域包括支援センター職員、社会福祉協議会職員等により構成されます「地域福祉ネットワーク委員会」を組織しておりまして、その活動経費の助成をいたしております。
　その委員会活動におきまして、相互の連携強化を図るとともに、自治会の加入・未加入にかかわらず、地域で見守りが必要と思われる高齢者等の把握を共有し、地域包括支援センターによる見守り活動につなげております。
　また、地区まちづくり協議会の福祉部会の取組につきましては、地区によって様々ございますけれども、高齢者向けの健康講座の開催や地域の困り事解決のためのお助け支援、福祉弁当の配付などがございます。
○議長（城丸秀髙）
　２８番　道祖　満議員。
○２８番（道祖　満）
　では、民生委員への研修・講習状況についてお尋ねしますが、まず、民生委員制度についてはどういうふうになっておるのか、民生委員の委嘱の方法について、お答え願いたいと思います。
　また、新しく民生委員になられた方への研修などはどのように行われておるのか、お尋ねいたします。
○議長（城丸秀髙）
　福祉部長。
○福祉部長（東　剛史）
　民生委員は民生委員法に基づき、厚生労働大臣から委嘱されます。それまでの経緯といたしましては、飯塚市内各地区におきまして、自治会、社会福祉協議会、ボランティア団体、保健・医療・福祉及び教育に関する事業者団体等で組織をいたします推薦準備会におきまして、候補者を推薦していただきます。その後、飯塚市が設置しております推薦会にて、委員の方にご審議をいただきまして、決定された候補者を福岡県知事へ推薦いたします。県知事の審議の後、厚生労働大臣へ推薦し、民生委員・児童委員として委嘱されることになります。
　次に、民生委員になられた方の研修制度でございますが、新任の民生委員、児童委員の方へは、本市と市民生委員・児童委員協議会が作成いたしております「民生委員・児童委員活動に関するＱＡ集」や、全国民生委員児童委員連合会作成の「新任民生委員・児童委員の活動の手引き」を配付いたしております。これらの資料には、様々なアドバイスが盛り込まれておりまして、新任の委員の方々にとって有用なものとなっております。
　また、福岡県民生委員児童委員協議会が主催で、新任委員を対象とした研修も本年５月に行われ、参加者は３７名となっております。
　また、新民生委員の方だけではなく、全体的な研修といたしまして、飯塚市民生委員児童委員協議会総会時に１回及び地区ごとに年２回程度の開催がなされておるところでございます。
○議長（城丸秀髙）
　２８番　道祖　満議員。
○２８番（道祖　満）
　以前から任期を留任された方、経験豊かな方と新しく民生委員になられた方との間で認識や感じ方の違いなどがあるのではないかと思うんですけれど、そういう場合はどのように改善・解消してきておるのか、お尋ねいたします。
　それと、その改善に向けて、市としてはどのような関わり方をしているのか、お尋ねいたします。
○議長（城丸秀髙）
　福祉部長。
○福祉部長（東　剛史）
　まず、留任された方、以前から委員になられている方との認識の違いということでございますが、民生委員・児童委員の活動におきまして、任期を留任された委員と新たに就任された委員、主に若い世代の委員との間には、他自治体におきましても、経験や環境の違いに起因します認識のギャップが少なからず存在しているということでございます。こういった事象に対しまして、地区定例会で参集した際に、情報交換や先輩委員との意見交換によって認識の解消につなげたり、地区民児協の役員の方々が中心となられまして、改善に当たられているところでございます。
　その改善に向けまして、市の関わり方でございますが、本市といたしましては、飯塚市民生委員児童委員協議会の事務局として関わっておりますけれども、その中で認識の相違の情報が寄せられた際には、地区及び市民児協の役員の方々とその情報を共有し、助言、また、改善など必要な支援策を行っているところでございます。
○議長（城丸秀髙）
　２８番　道祖　満議員。
○２８番（道祖　満）
　市における民生委員組織について、その活動内容をお尋ねいたします。また、各地区における民生委員活動に違いがあるのかどうか、市としてはその活動内容の把握はどのようにされておるのか、お尋ねいたします。
○議長（城丸秀髙）
　福祉部長。
○福祉部長（東　剛史）
　まず、飯塚市におけます民生委員組織について、その活動内容でございますけれども、本市には飯塚市民生委員児童委員協議会のほかに、その下部組織といたしまして、市内１３地区において、地区民生委員児童委員協議会がございます。飯塚市民生委員児童委員協議会及び地区民生委員児童委員協議会の基本的な活動は、ほぼ毎月開催される定例会議のほか、民生委員の広報活動等を行っております。
　次に、各地区における民生委員活動の違いがあるのかということでございますけれども、各民生委員の活動につきましては、民生委員に関わる事業が各地区において独自で行われており、活動の違いはあると考えております。活動内容の把握でございますけれども、各地区民生委員児童委員協議会に交付する補助金の申請書類として、総会資料と活動報告書を提出していただいているところでございます。
○議長（城丸秀髙）
　２８番　道祖　満議員。
○２８番（道祖　満）
　令和５年６月の福祉文教委員会にて、民生委員の充足問題の答弁があっておりますが、その内容とその後の対応について、現状では令和５年から今日までに至って民生委員が充足しているのかどうか、お尋ねいたします。
○議長（城丸秀髙）
　福祉部長。
○福祉部長（東　剛史）
　お尋ねの当時の答弁でございますが、令和４年１２月の一斉改選では条例定数２７２名に対して、配置が２４９名、欠員２３名と回答いたしております。年々増える欠員に対し４項目の対応を行ったとして、まず１つ目には、地域の関係団体へ候補者選出の依頼、民生委員の一斉改選の前年に自治会連合会に説明をいたしまして、協力のお願いに上がり、地域社協の会長及び自治会長に依頼文書を発送いたしております。令和７年１２月の一斉改選時にもこれらの取組を同様に行っているところでございます。
　２つ目につきましては、新任委員フォローアップといたしまして、「新任民生委員児童委員活動の手引き」及び「民生委員児童委員活動に関するＱ＆Ａ」の冊子を作成、配付しておりまして、現在も引き続き配付いたしております。そのほか、研修や講習の情報がございましたら、飯塚市民生委員児童委員協議会理事会を通じ、お知らせいたしております。新しく民生委員・児童委員に就任された方につきましては、活動しやすい環境を整えることを目指しております。
　３つ目といたしまして、民生委員・児童委員の認知度を上げるための広報といたしまして、毎年５月の民生委員の日に合わせまして、市報、ホームページに記事の掲載や庁舎と支所の玄関にのぼり旗を設置して、認知度向上に努めているところでございます。そのほか、飯塚市民生委員児童委員協議会による市内商業施設での広報を展開しておりまして、現在は３つの施設でＰＲ物品の手配りとともに、チラシの配布を行っております。
　４つ目でございますけれども、関係機関との連携強化といたしまして、飯塚警察署、消防署、小中学校校長会に連携強化の働きかけを行っております。民生委員・児童委員への必要な情報提供にご協力いただくようお願いしておりまして、本年も小中学校校長会において、協力依頼を行っております。
　最後に、自治会が消滅した地域におきましては、地区のまちづくり協議会に候補者の協力を依頼し、欠員補充につながるよう努めているところでございます。
　令和７年１２月１日一斉改選時の時点での定員数２７２名に対しまして、配置が２４６名、欠員２６名、充足率は９０.４％となっておりますが、令和８年４月１日時点では、定員２７２人に対しまして、配置が２４７名、欠員２５名、充足率は９０.８％でございます。
○議長（城丸秀髙）
　２８番　道祖　満議員。
○２８番（道祖　満）
　令和５年からいろいろ努力はしておるけれど、定数に対してやはり足らないと。欠員があると。欠員があるということは、定員が決まっているから、定員は活動の内容に見合って決まってくるんでしょう。ということは、やはり活動が十分ではないというふうに言える。民生委員としては、例えば、いないところまでカバーしなくちゃいけないから、１人当たりの仕事の量が増える。そのような厳しい状況にあるというふうに理解してよろしいんですか。
　それでは、各地区の活動内容や民生委員の成り手不足に対し、市としての関わりは一段と深めるべきだと思いますけど、どのように考えて、今後、どのように取り組もうとされておるのか、考えがあればお示しください。
○議長（城丸秀髙）
　福祉部長。
○福祉部長（東　剛史）
　民生委員の活動につきましては、市といたしましても、民生委員児童委員協議会補助金といたしまして、当該協議会への補助金を交付しており、補助金の使途につきましては、各地区協議会の独自事業に対する活動支援となっているものでございます。市といたしましても、補助金の適切な運用について確認を行う立場にございますが、各地区の主体性を保ちつつ、よりよい活動につなげていくためには、飯塚市民生委員児童委員協議会との十分な調整協議の上、確認を行っていく必要があると考えております。
　併せまして、民生委員の充足促進につきましても、活動内容の確認と同様、協議会と十分な調整・協議の上、進めてまいりたいというふうに考えております。
○議長（城丸秀髙）
　２８番　道祖　満議員。
○２８番（道祖　満）
　では、先ほど福祉委員の話がご答弁でありましたけど、民生委員同様、福祉委員についての制度内容等を確認させてください。
○議長（城丸秀髙）
　福祉部長。
○福祉部長（東　剛史）
　福祉委員制度につきましては、民生委員制度とは異なり、実施主体が飯塚市社会福祉協議会となっております。飯塚市社会福祉協議会福祉員設置要綱によりますと、目的といたしましては、小地域に発生する福祉問題を早期に発見し、必要に応じて適切な援助サービスを日常的に提供することとなっており、具体的には、地域住民と共に福祉のネットワークを推進する世話人として、３つございまして、１つ目に日常的な見守り活動、２つ目に福祉問題の早期発見、３つ目に関係者・関係機関との連絡・通報などとなっております。
　この委員の任期は３年とし、各委員の活動地域は、原則として選出された自治会区域とするものとなっております。
　なお、飯塚市内の福祉委員数は令和８年３月３１日現在で５０８名となっております。
○議長（城丸秀髙）
　２８番　道祖　満議員。
○２８番（道祖　満）
今のご答弁で、民生委員と福祉委員の違いというのは、民生委員は自治会に入っていようがいまいが、未加入・加入にこだわらず、いろいろご相談にのらなくちゃいけないと。しかし、福祉委員は、原則として自治会の範囲というふうに活動範囲が、民生委員に比べて分かりやすい地域であるというふうに思うんです。だから、今のご答弁を聞いて、民生委員さんは大変だなと思うわけですけれど、それでも民生委員と福祉委員は協力しながらやっていくんだろうと思いますけれど、福祉委員に対して研修等はどういうふうにやられておるのか。それと、福祉委員についても市の関与が必要となっておると思いますけど、いかが関与しているのか、お尋ねします。
○議長（城丸秀髙）
　福祉部長。
○福祉部長（東　剛史）
　まず、研修会につきましては、地区ごとに年２回程度の開催がなされております。また、この研修会では、民生委員・児童委員も参加されての合同研修となっております。
　研修内容につきましては、福祉委員の役割や、民生委員・児童委員、地域包括支援センター、市役所、社会福祉協議会との連携方法などの研修を実施しているとのことでございます。
　また、市の関与につきましてでございますが、本市では各地区で定期的に開催をしております地域福祉ネットワーク委員会に対しまして、活動費の補助をいたしております。このことから、不定期にではございますけれども、民生委員、福祉委員の活動状況について把握しているというところでございます。
　地域福祉の充実につきましては、市の重要施策であることから、民生委員同様、福祉委員との連携につきましても、社会福祉協議会との十分な調整協議の上、進めてまいりたいというふうに考えております。
○議長（城丸秀髙）
　２８番　道祖　満議員。
○２８番（道祖　満）
　先ほども言いましたけど、福祉委員というのは自治会という範囲の中で活動するから、ある意味、自治会に入っている人たちには、福祉委員は顔が見え、名前・顔が分かると。ところが、民生委員さんに対しては、広範囲になっておるから、顔と名前が地元の担当部署の方々にご理解を頂けておるのか、その辺の工夫をされておるのか、その点はどうですか。
○議長（城丸秀髙）
　福祉部長。
○福祉部長（東　剛史）
　本市におきましては、民生委員の住所・氏名・電話番号など、個人情報に関する情報開示は行っておりません。そのため、相談者からの問合せに対しまして、該当する地区民生委員の承諾を得て、電話番号等を直接お伝えいたしております。
○議長（城丸秀髙）
　２８番　道祖　満議員。
○２８番（道祖　満）
　ということは、市のほうに全部連絡すれば、大丈夫だと。特段、民生委員を通す必要もないということですか。
　というのは、民生委員は地元にいる独居老人とか、いろいろな情報は持っているんじゃないかと思うんですけれど。ところが、受け手のほうですよね。見守るほうは自分の範囲というのはここまでですよということで情報はもらっているんでしょうけど、受け手のほうが分からないと。どなたに相談していいのか分からない。隣の人が民生委員かも分からないし、知らないと。自治会も入っていないし、日頃の付き合いもないと。仕事をしていて、仕事を辞めて、１人で家庭に入って、付き合いもないというような状況のときに、さあ困ったなと。そうしたら市役所に連絡してください、それが一番なんですね。
○議長（城丸秀髙）
　福祉部長。
○福祉部長（東　剛史）
　お尋ねの件でございますけれども、これは非常に民生委員児童委員協議会とも、今後、相談していくことであろうと思いますし、今後の課題として我々としても捉えているところでございます。
○議長（城丸秀髙）
　２８番　道祖　満議員。
○２８番（道祖　満）
　やはり困っている人はどこに行くかというのがやっぱりあるわけで、身近な民生委員というふうにならないと、やはりご相談事というのはなかなかできないんじゃないかと思うんです。やはり、これは工夫する必要があると思いますので、今後、どのように対応していくか、検討していただきますよう要望しておきます。この質問を終わります。
　続きまして、「飯塚市文化財保存活用地域計画に関連して」、お尋ねしてまいりたいと思います。この計画が作成されておりますけれど、この中の第８章「文化財の保存・活用に関する措置」、第９章「関連文化群の保存・活用に関する措置」についての各方針では、事業名、事業概要、主体、費用負担、年次計画が示されておりますが、各方針の年次計画は令和５年度から令和１４年度となっておりますけれど、現時点までの進捗状況はどうなっておるのか、お尋ねいたします。
○議長（城丸秀髙）
　教育部長。
○教育部長（小西由孝）
　飯塚市文化財保存活用地域計画につきましては、本市にある貴重な文化財を体系的に整理し、計画的に保存・継承を図るということ。また、歴史資料館を文化財に関する歴史・文化の情報発信拠点として、その機能の充実・強化を図ること。そして、本市の誇るべき文化財を市民協働の下、保存・活用を図り、教育や文化振興・観光振興など多面的に活用する指針とすることを目的に作成したものでございます。
　その中で、今後の取り組む事業を第８章及び第９章に整理しており、具体的には、未調査の文化財の把握調査、文化財の指定・登録、各文化財の修復・管理や整備とともに、ボランティアの育成や支援、文化財の展示公開、また、観光、産業との連携など幅広く４７の事業を掲げております。
　計画策定後３年が経過し、ご質問の進捗状況についてでございますが、４７事業のうち、未着手が８事業、これらにつきましては、文化財収蔵庫の整備、旧伊藤邸の整備、目尾炭坑跡の整備など、相当の事業費が必要となる事業が多く、国、県の補助金等を活用し、計画的に進めていく必要があると考えております。
　また、事業に着手はできておりますが、その内容や成果として不十分なものも多くございますので、計画期間の令和１４年を目途に進めてまいりたいと考えております。
○議長（城丸秀髙）
　２８番　道祖　満議員。
○２８番（道祖　満）
　私、一読させていただきましたけれど、この計画は４７事業があって、ボリュームがあるから達成するには大変だなというふうに思っております。
　ところで、具体的に言いますと、鹿毛馬神籠石の所の整備もするというふうになっております。たしか、一部、数年前に整備をされたと思いますけれど、今、あの前を通ると、案内板がはっきりしません。それと、昔、私はあそこを１周したことがあるんですけれど、１周できるように整備するとかそういう計画はあるとは思うんですけれど、まだ何もされていないんじゃないかと思うんです。どういうふうにするんですかという話なんです。あれは国の補助金を頂いて、たしか用地を取得していた。そして、全部取得が終わったという場所ですよね。広大な面積がありますし、あれも珍しいものです。前の片峯市長の時は、サミットやらやりながら頑張っておりましたけど、このところそういう話を全然聞かないから、まず、そこについてはどうするのか。
　それと、以前から新飯塚駅の東側の開発については、定住促進のためにいろいろ取り組むべきだということを言ってきておりますけど、歴史資料館の問題です。歴史資料館、これは文化財収蔵庫の整備には金がかかると言われております。これに関連するんだろうと思いますけれど、あの建物も私が知る限りではもう５０年は過ぎている建物ではないかと思うんです。今後、あれを延命化するのか。それとも、文化財収蔵品の数が増えてきているから、新たにどこかの場所に移して収蔵しながら歴史資料館の整備をしていくのかどうか。その辺については考えていかないといけない。計画はあるんです。計画はあるけど、金がかかるから、さてさてどうしようかということで、先送り先送りしても事は進まないと思うんです。歴史資料館については、定住政策から考えていったときに、あの場所に５０年過ぎた物があることがいいのかどうか、そういうことについて検討されているのか、検討されていないとしたら、今後、どうするのか、お尋ねしたいと思います。
○議長（城丸秀髙）
　教育部長。
○教育部長（小西由孝）
　まず、鹿毛馬神籠石の点につきましても、たしかに議員ご指摘のとおり、現在まで出来ておりますのが、樹木の伐採等、そういったところの整備しか出来ていない状況でございます。
　また、ご指摘のとおり、事業数が現在の計画上かなり多く計上されており、事業の取捨選択等を行っていく必要があるとも考えております。
　また、歴史資料館のご指摘の点につきましては、現在のところ具体的な検討についてはできておりません。たしかに現在、築４５年も経過しておりまして、老朽化している状況もございます。また、収蔵庫についても収蔵品がもうすぐ限界に近づいている状況でございますので、現地で増設するものなのか、移転すべきなのか、そういった具体的な検討を今後、早急に行っていく必要があると考えております。
　また、この計画が１０年期の計画期間となっておりまして、中間年度を迎える時期にありますので、今、申しましたようなことも含めたところで、検討を行ってまいりたいというふうに考えております。
○議長（城丸秀髙）
　２８番　道祖　満議員。
○２８番（道祖　満）
　ぜひ、僕は鹿毛馬神籠石は立派なものだと思っていますし、歴史資料館については、先ほども言いましたように、まちづくりの観点から考えると、今後の在り方についてはいろいろと考えていくべきだと思っておりますので、見直しの時期ということですから、改めて、よくよく検討していただきますよう要望して質問を終わります。ありがとうございました。
○議長（城丸秀髙）
本日は、議事の都合により、一般質問をこれにて打ち切り、明６月１９日に一般質問をいたしたいと思いますので、ご了承願います。
　以上をもちまして、本日の議事日程を終了いたしましたので、本日はこれにて散会いたします。お疲れさまでした。
午後　３時４３分　散会
◎　出席及び欠席議員
　（　出席議員　２４名　）　
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